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独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 第３期中期計画 

 

＜第２期中期目標期間中の目標達成状況＞ 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「機構」という。）は、

設立以来、政策実施機関として、政府と産業界との間に立ち必要な環境整備等を行い

ながら、ナショナルプロジェクト（民間企業等のみでは取り組むことが困難な、実用

化・事業化までに中長期の期間を要し、かつリスクの高い技術開発関連事業）や実用

化促進事業（民間企業等によるテーマ公募型の技術開発関連事業）等に係る技術開発

マネジメントを実施し、グローバルマーケットでの競争力強化やエネルギー、環境問

題の解決に貢献してきている。 

第２期中期目標期間を振り返れば、異業種間連携の構築や各国政府とのＭＯＵの締

結等を通じ支援策も引き出しながら積極的に案件形成を行う等、技術の開発、実証の

フレームワークを構築しそれを動かしながら我が国の優れた技術を発展させつつ、同

計画に掲げた業務効率化を始めとする目標をほぼ完全に達成した。加えて、既往の政

府決定等にも真摯かつ早急に対応し、マネジメント機能を十分に必要としない設備導

入補助事業等の大幅削減をはじめ、不要資産の国庫納付、石炭関連業務等の独立行政

法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構への移管等を実施した。 

＜第３期中期計画の基本的方向＞ 

機構の役割は、産業技術分野全般に係る技術開発マネジメントを総合的に行う中心

的機関として、政府方針に合致する分野において、政府と産業界の間に立ち、内外の

最新の技術動向や政策動向、我が国産業界の国際競争力の状況を踏まえ、各事業の経

済的、社会的効果を評価するための目標設定を可能な限り行い、異業種間連携や各国

政府の協力取り付け等必要な環境整備を行いつつ技術の開発や実証の実施を通じ、我

が国の競争力強化やエネルギー・地球環境問題の解決、イノベーションの創出を推進

することである。これをより具体的、重点的に言い換えれば、機構は、限られたリソ

ースを最大限効果的に活用して、長期的な視点から具体的な戦略を構築し、リスクは

高いが中長期的な我が国産業競争力向上等のために投資すべき分野に適切に技術開

発資金を配分することにより、多くの革新的技術シーズを創出するとともに、既存の

ものも含め革新的技術シーズを事業創造に結びつける『橋渡し』を推進すること、オ

ープンイノベーションを推進することなどにより、我が国のイノベーションシステム

の強化に貢献する機関であり、これらの推進を通じて、技術開発型ベンチャー企業の



2 

 

エコシステム構築やプロジェクト・マネジメント人材（以下「ＰＭ人材」という。）

の育成などへ貢献していくことが期待されている。 

その際、機構は、産業競争力の強化やエネルギー制約等の諸問題の解決における技

術面からの貢献の期待が高まっていること、技術で勝って事業で負けるとの指摘や国

内市場で技術を確立し海外に展開するかつてのビジネスモデルが限界となっている

こと、オープンイノベーションへの対応が求められていること等、機構を取り巻く環

境変化を十分に踏まえることが必要であり、その上で機構の各事務・事業を評価する

ための指標の開発や目標の設定及びその実現のために必要な措置の検討が期待され

ている。 

加えて、機構は、民間企業等に対し、技術面での価値向上のための一般的助言やマ

ネジメントサービスの提供を行うことに対する期待を踏まえ、「技術開発マネジメン

ト」について、個々の事業を対象としたマネジメントのみならず、それらから得られ

る知見・ノウハウを蓄積・活用した上で、各事業・各分野に係る共通要素から構成さ

れる「横断的な技術開発マネジメント手法」を一層積極的に開発し、その高度化を図

ることが期待されている。 

一方、先進国のみならず新興国との競争の激化等の影響により、我が国産業の国際

的競争力の低下が進んでいる中で、特に、我が国企業においては、企業間競争の激化

や短期的業績の重視により中長期的な研究が十分に行えなくなってきていること、世

界的にオープンイノベーションの取組が進む中でこうした動きに十分に対応できて

いないこと、新しい技術シーズの事業化に積極的な中堅・中小・ベンチャー企業が十

分な資金や人材を得にくい状況にあることなどの課題が顕在化してきており、イノベ

ーションの推進による競争力強化が一層求められている。 

このような環境変化に併せて、機構の役割、重要性に係る期待がこれまで以上に一

層高まっていると認識し、機構は、第３期中期計画においては、第３期中期目標に掲

げられた基本的方向である、国際水準に即した目標を有する「世界に通用する、世界

最先端の技術開発マネジメント機関」を目指す。そのために先進各国の技術開発マネ

ジメント機関等との一層密接な連携・協業により、特徴的なマネジメント手法やノウ

ハウ・経験等を十分取得するとともに、自らの組織・人員体制の不断の見直しを行い、

グローバルな視点で技術戦略を継続的に策定・改定していく体制・機能の強化や、プ

ロジェクト・マネージャー（以下「ＰＭ」という。）への大幅な権限付与、アワード

方式の導入等による技術開発マネジメント機能の強化、新たなイノベーションの担い
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手として期待される中堅・中小・ベンチャー企業への支援強化など、実用化・事業化

の更なる推進等に向けたプロジェクト管理・評価体制を構築する。 

機構は、上記の基本的方向のほか、標準化等を含めたシステム的・総合的な開発へ

の取組、必要に応じて基礎的な研究にも立ち返る等の多様な技術開発フェーズへの適

切な対応、コンプライアンス・情報管理等の内部統制の強化や間接経費の削減、予算

の適正配分・透明性の確保・向上などの業務運営の効率化、適正化等も念頭に、中期

目標に掲げられた世界最先端の技術開発マネジメント機関を目指すに当たって、具体

的には、技術開発マネジメントの機能強化、技術開発型ベンチャー企業等の振興、オ

ープンイノベーションの推進、国際共同事業の推進、技術開発成果の事業化支援、情

報発信等の推進、人材の流動化促進、育成などの業務を積極的に推進する。 
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１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 
 

機構は、技術開発マネジメントを総合的に行う中心的機関として、内外の最新の技

術動向や政策動向を的確に把握しつつ、政策当局との密接な連携の下、国の政策に沿

って、各年度計画に必要な具体的対応策を盛り込みつつ、技術開発事業の適切なマネ

ジメントとその成果の普及等を通じ、我が国の産業競争力の強化及び国民経済の発展

並びに内外のエネルギー・環境問題の解決に貢献するものとする。 

具体的には、技術開発マネジメントの機能強化、技術開発型ベンチャー企業等の振

興、オープンイノベーションの推進、国際共同事業の推進、技術開発成果の事業化支

援、情報発信等の推進、人材の流動化促進、育成などの業務を積極的に推進すること

とする。 

その際、民間企業、大学、公的研究機関、地方の行政機関、そして我が国企業の国

際展開等を踏まえ、海外の政府や技術開発マネジメント機関等と適切に連携、協業す

る体制を構築する等、技術開発の推進環境を整えるとともに、これらの連携、協業に

より、それらが有する参考とすべき特徴的なマネジメント手法やノウハウ・経験等を

十分取得しつつ、自らの組織、人員体制の不断の見直しを行いながら、実用化・事業

化の更なる推進等に向けたプロジェクト管理、評価体制を構築し、事業を効率的に実

施する。 

また、内外の最新の技術開発動向やエネルギー・環境問題に関する動向の体系的な

把握や技術開発課題や技術シーズを発掘するため、セミナーやシンポジウム等を積極

的に開催するとともに、産業界、学術界等の外部の専門家・有識者、大学、公的研究

機関、地方の行政機関、そして海外の政府や公的機関等との密接な情報交換を行う。 

 

（１）技術開発マネジメント関連業務 

機構が、エネルギー分野をはじめとする産業技術分野全般に関する技術開発関連

業務を推進するに当たっては、我が国の産業競争力強化並びにエネルギー、環境

問題の解決に貢献すべく、政府の基本的な政策に基づく分野に重点をおいて、日
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本の産業競争力強化へ繋がる技術開発を実施する。その際、政府と産業界とのイ

ンターフェース機能や海外政府との調整を始め公的な政策実施機関である機構の

機能を最大限発揮するとともに、これまでの業績を明確に意識、検証しつつ、実

施する。また、費用対効果等の不確実性が高くとも、将来の産業・社会に大きな

影響をもたらし得る技術開発には、マネジメント全体の中で、公的資金の活用も

含めたリスクの軽減など、リスクマネジメントの高度化も図りながら、果敢に取

り組むことが必要である。加えて、イノベーションの担い手として重要な技術集

約型の中堅・中小・ベンチャー企業の積極的な活用を図るものとする。 

こうした観点を踏まえ、技術開発マネジメントについては、事業終了段階での事

後評価（1.(1)ア(ii) b. に後述）の結果とともに、追跡評価（1.(1)ア（ii）c. に

後述）によって把握される以下の結果により評価し、それを公表するものとする。 

１）「ナショナルプロジェクト」（民間企業等のみでは取り組むことが困難な、 

実用化・事業化までに中長期の期間を要し、かつリスクの高い技術開発関連

事業）であって、２）以外のものについては、その特徴・性格を踏まえ、技

術開発期間の短期化やリスク回避に決して繋がることがないよう十分留意し

た上で、事業終了後、５年経過後の時点での実用化達成率（製品化又は上市

段階の比率。以下同じ。）を２５％以上とすることを目標とし、その達成状

況を評価する。 

２）「ナショナルプロジェクト」のうち、非連続なイノベーションの創出を目的

として行われる技術開発関連事業であって、特にリスクの高いもの（以下「非

連続ナショナルプロジェクト」という。）については、実用化・事業化の見通

し、獲得された知見の他の技術や用途への波及効果等の観点から多面的に評価

する。 

３）「実用化促進事業」（実用化・事業化に比較的近い技術の実用化促進を目的

とする民間企業等によるテーマ公募型の技術開発関連事業）については、技術

開発成果の達成とともに実用化・事業化を一層重視するとの観点から、事業終

了後、３年経過後の時点での実用化達成率を３０％以上とすることを目標とし、
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その達成状況を評価する。なお、今後、本事業の対象は中堅・中小・ベンチャ

ー企業に限定することとする。 

加えて、イノベーションの担い手として重要な技術集約型の中堅・中小・ベンチ

ャー企業の育成・支援に意識的に取り組む観点から、新規採択額に占める中堅・

中小・ベンチャー企業の採択額の割合の目標を２０％以上として設定する。 

その上で、中堅・中小・ベンチャー企業への各種事業の周知、応募に関する個別

相談等を積極的に行うとともに、必要に応じて中堅・中小・ベンチャー企業向け

の応募枠を設けるなどにより目標の達成を目指し、達成状況を公表するものとす

る。 

また、ナショナルプロジェクト及び実用化促進事業を、技術分野ごとの特性や、

技術開発を取り巻く環境の変化を踏まえて適切に組み合わせて実施するとともに、

各事業で得られた成果を相互に活用する等、事業間連携に取り組み、分野連携、

融合を促進し、成果の最大化を図る。また、制度においては各制度を連携して実

施するとともに、必要に応じて複数制度を大括り化する等、機動的な運用を行う。 

類似する技術開発テーマが同時に引き続き進行したり同種の技術内容が複数の

技術開発事業で行われることにより、今後、効率的かつ効果的な技術開発業務の

実施に問題が生じることがないよう、既往の政府決定等に基づき、業務の枠組み

を含めた事業の再編整理、技術開発テーマの重点化等を行い、必要な実施体制の

見直しを行うものとする。 

 
（ア）技術開発マネジメントの機能強化 

機構がナショナルプロジェクト及び実用化・事業化促進事業を推進するに当

たっては、事業の企画（Ｐｌａｎ）・実施（Ｄｏ）・評価（Ｃｈｅｃｋ）更に

その結果を反映（Ａｃｔｉｏｎ）させた次の計画（Ｐｌａｎ）及び実施（Ｄｏ）

へと繋げるいわゆるＰＤＣＡ（企画－実施－評価－反映・実行）サイクルを深

化させ、高度な技術開発マネジメントを実践する。 
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（ⅰ）企画、実施段階 
（ⅰ）－１ ナショナルプロジェクト（実証事業を除く。） 

ナショナルプロジェクト（実証事業を除く。）については、以下の方針の下

で実施する。ただし、平成２６年度までに開始され、平成２７年度以降、大

幅な見直しを行わないものについては、（ⅰ）－２の実証事業と同様に取り

扱うものとする。 
(a) 技術戦略及びプロジェクト構想の策定 

技術戦略研究センターは、政府及び公的シンクタンク等他機関とも連携し

産学官の英知を集め、将来の社会ニーズや国際的な研究動向及び国内の研究

水準から見て実施すべき技術に係るテーマに重点分野化・骨太化を図りつつ、

技術の開発や普及に係る道筋を踏まえた技術戦略を策定するとともに、継続

的に改定する。 

また、技術戦略研究センターは、策定した技術戦略を基盤として、今後研

究すべき領域を特定するとともに、これを担い得る実施者を探索し、並行し

てリソースや緊急性を考慮の上、プロジェクト構想を策定する。 

このため、機構は、国内外における、学会発表の内容、論文動向・特許動

向、産業界の研究開発動向等を把握する仕組みを強化するとともに、積極的

に技術分野毎の有識者をフェローとして採用すること等により、技術戦略研

究センターの情報収集分析や戦略策定の体制・機能の強化を進める。 

技術戦略及びプロジェクト構想の策定に当たっては、必要に応じて、方法

論募集（注１）、ワークショップ（注２）、先導調査（注３）及び先導研究

（注４）の結果を活用する。 

（注１）方法論募集（ＲＦＩ：Request for Information） 

産学官におけるアイデアや研究状況を把握するため、技術開発の様々な

方法論を広く募集する。 

（注２）ワークショップ 

技術開発の対象技術や実施者の候補・水準・可能性等の把握や発掘のた

め、産学官の関係者を一同に集め、大学や公的研究機関と産業界とが基
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礎研究も含め具体的技術課題等について双方向で話し合い、議論を行う。 

（注３）先導調査 

国内外における、①学会発表の内容、②論文動向・特許動向、③産業界

の研究開発動向、④当該技術による経済・社会インパクト、⑤当該技術

普及のための方策等を把握するため、技術戦略及びプロジェクト構想の

策定の際に調査を行う。 

（注４）先導研究 

候補となる技術課題の現状水準、今後の発展可能性及び限界を確認する

とともに、競合技術・代替技術の把握のため、研究者等への委託により

予備的な研究を行う。 

 

これらの取組を通じ、産業界、学術界等との情報交換等により構築した外

部の専門家・有識者とのネットワークを深化、拡大し、機構の技術開発マネ

ジメントに活用する。 

 

(b) ＰＭの選定 

機構は、プロジェクト構想が策定された段階で、プロジェクト毎にＰＭを

選定する。その際、プロジェクトの規模や特性に応じて、以下に示す資質や

これらを活用したマネジメントの経験を有する人材を企業・大学や機構内か

ら選定する。 

・高い技術的知見 

・産学官の専門家との幅広いネットワーク 

・プロジェクト関係者との十分なコミュニケーション能力 

・目標達成に導く意欲及びリーダーシップ 

また、機構は、各ＰＭに個別プロジェクトの内容に対応した任務・責任を

指示する。 

ＰＭは、基本計画の策定（下記(c)）、実施体制の構築（下記(d)）、プロ
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ジェクトの実施（下記(e)）等、プロジェクトの進行全体を企画・管理し、

そのプロジェクトに求められる技術的成果及び政策的効果を最大化するこ

とを念頭に任務を遂行する。 

ＰＭは、その任務の遂行に当たって必要となる資金配分や技術開発内容の

見直し、実施体制の変更の権限と裁量を有するものとする。 

このため、機構は、ＰＭの任務・責任・権限等に係る規程、行動規範等を

整備するとともに、ＰＭの評価やガバナンスに関する仕組みを整備する。 

 

(c) 基本計画の策定 

ＰＭは、技術戦略及びプロジェクト構想を踏まえ、①技術開発の目標、②

実施期間、想定される金額規模、③求められるフォーメーション（実施体制）

の概要、④出口シナリオ及び⑤ステージゲート（注５）の概要を明確にした

プロジェクトの基本計画（原案）を作成する。 

また、この基本計画（原案）を基に、実施者の発掘等を行うとともに、必

要に応じて、方法論募集、ワークショップ、先導調査及び先導研究も併せて

行い、プロジェクト終了時や途中時点での達成目標を明確に示した基本計画

を策定する。その際、達成目標については、実用化・事業化に伴う市場創出

効果や雇用創造効果のみならず、広範な産業への波及効果、新産業の創出も

含めた中長期的視点からの我が国産業競争力強化への貢献、内外のエネルギ

ー・環境問題を始めとする社会的課題の解決への貢献等の面からインパクト

の大きいチャレンジングなものを設定する。なお、達成目標については、終

了時には極力定量的なものとするが、特に途中時点のものについては、むし

ろ、その時点での定量的目標の達成度を単に評価するのではなく技術の潜在

的可能性を含め評価することが適切な場合もあることに留意して、設定する。 

また、産業界・学術界等の外部の専門家の知見や国民からの意見を幅広く

収集するとともに、技術・市場動向調査や知財・標準化戦略策定等の準備の

綿密さに、より重点を置き、事前評価を行うこととする。 
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（注５）ステージゲート 

プロジェクト期間を複数のステージに分割し、採用するべき技術が確定

できない初期のステージでは複数の選択肢を並行的に試み、次のステー

ジに移行する際、評価を行うゲートを設け、技術の取捨選択や技術の融

合、必要な実施体制の見直し等を柔軟に図る手法。 

 

(d)実施体制の構築 

ＰＭは、策定した基本計画を公表し、事業実施者を早期に公募する。 

ＰＭは、公募に対する応募内容を踏まえながら、実施体制（案）を策定す

る。 

ＰＭは、策定した実施体制（案）について、機構外部の専門家・有識者等

からなる検討委員会の意見を踏まえ、実施体制を決定する。その際、ＰＭの

判断により、数多くの提案の一次スクリーニングなどに部分的にピア・レビ

ュー方式（注６）を活用する。 

なお、特定の実施者の採択による利益相反を未然に防止するため、必要に

応じ上記の検討委員会等による確認体制を設ける。 

また、決定した実施体制の公表や実施体制に含まれなかった者に対する理

由の通知を行う等、実施体制の決定過程の透明性を確保することとする。さ

らに、十分な審査期間と体制構築に必要な期間を適切に確保することを最大

限留意することを前提に、応募総数が多い場合等、特段の事情がある場合を

除き、公募から事業開始までの期間を事業毎に設定し、事務の合理化・迅速

化を図ることとする。また、事業毎に公募から採択決定までの期間を公募要

領に明記し公募を行う。ステージゲート方式等により、途中段階での実施内

容の見直しや中止がある旨を公募要領に明記し公募を行う。 

プロジェクト内の各実施主体間が競争関係にある場合のように、設置が適

切でない場合を除き、指導力と先見性を有するプロジェクトリーダーを実施

主体の中から選定、設置し、プロジェクトリーダーが、ＰＭを含めた機構内



11 

 

部との明確な役割分担に基づき、機構と連携してプロジェクトを推進する。

（注６）ピア・レビュー方式 

産業界、学術界等の外部の専門家・有識者を活用した提案書の審査方式。 

 

(e) プロジェクトの実施 

ＰＭは、プロジェクトの実施期間中、技術戦略研究センターの知見を活用

しつつ国内外の関連技術動向を把握するとともに、プロジェクト全体の進捗

を把握・管理し、その進捗状況を踏まえて、資金配分や技術開発内容の見直

し、実施体制の変更を検討・実施する。 

ＰＭは、プロジェクト成果の円滑な権利化及びその実用化・事業化を図る

ため、実施者間の知的財産権の調整や標準化に関する事項を主導する。 

なお、これらの詳細について、機構は、業務マニュアルを整備する。 

 

(f) ステージゲート方式の導入 

ナショナルプロジェクトの実施段階において、「ステージゲート方式」を

原則として活用するものとする。 

 

(g) アワード方式の導入 

ナショナルプロジェクトの企画段階又は実施段階において、挑戦的なテー

マに対し広い範囲から技術やアイデアを取り込んでいく観点から、優れた成

果を上げた案件に対して懸賞金を支払うコンテストを設けることでイノベ

ーションを加速する「アワード方式」をナショナルプロジェクトの特性に応

じて活用することができるものとする。 
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（ⅰ）－２ 実証事業及び実用化促進事業 
実証事業及び実用化促進事業については、以下の方針の下で実施する。 
※平成２６年度までに開始され、平成２７年度以降、大幅な見直しを行わな

いナショナルプロジェクトも同様に取り扱うものとする。 
(a) 実証事業に係る基本計画の策定等 

国際的な技術開発動向、我が国産業界の当該技術分野への取組状況や国際

競争力の状況、エネルギー需給の動向、当該技術により実現される新市場、

新商品による我が国国民経済への貢献の程度、産業技術政策やエネルギー、

環境政策の動向、国際貢献の可能性等を十分に踏まえつつ、適切な事業の企

画立案、実施体制の構築を図るものとする。 

具体的には、実証事業については、国際的競争水準から見て遜色のない技

術に係るテーマを中心に推進するとともに、新エネルギー関連の技術分野な

ど、重点分野化・骨太化を図るものとする。その際、上記の実用化達成率に

係る目標達成のためにも、機構は政府と一層の連携の下、一体となって事業

の企画立案等に参画する。また、広範な視点から社会、産業界のニーズに対

応するため、大学、公的研究機関の研究者等が有する有望な技術シーズの発

掘も行う。 

事業の立ち上げに当たっては、産業界、学術界等の外部の専門家・有識者

を活用して、市場創出効果、雇用創造効果等が大きく、広範な産業への高い

波及効果を有し、中長期的視点から我が国の産業競争力の強化に資すること

や内外のエネルギー、環境問題を始めとする社会的課題の解決への貢献（い

わゆる「社会実装」の程度）、投入費用を上回る効果が見込まれるかどうか

の費用対効果等の観点も含めた事前評価を実施する。 

事前評価の結果実施することとなった事業について、国の政策に沿って、

内外の技術動向調査等から得られた知見や産業界、学術界等の外部の専門

家・有識者との意見交換及び広く国民から収集した意見（パブリックコメン

トを１回以上実施）を反映させ、事業の目的や目標及び内容等を規定する基

本計画を策定する。 
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基本計画には、事業終了時点での最終目標を定量的かつ明確に記述し、出

口イメージを明確に記述するものとする。 

基本計画で定める技術開発期間については、中長期的な視点から、必要に

応じ、第３期中期目標期間にとらわれず柔軟かつ適切に策定する。５年間以

上の期間を要する事業については、基本計画上、３年目を目途とした中間時

点での中間目標を定量的かつ明確に記述する。 

 

(b) 公募 

基本計画策定後、円滑かつ迅速な事業実施、推進を図るため、極力多くの

事業について、政府予算の成立を条件として、実施年度の前年度の３月まで

に公募を開始する。公募は、ホームページ等のメディアの最大限の活用等に

より採択基準を公表しつつ実施する。また、公募に際しては、機構のホーム

ページ上に、公募開始の１ヶ月前（緊急的に必要なものであって事前の周知

が不可能なものを除く。）には公募に係る事前の周知を行う。 

実用化促進事業においては、地方の提案者の利便にも配慮し、地方を含む

公募説明会の一層の充実を図る。また、事業運用の状況を踏まえつつ、年度

の枠にとらわれない随時の応募相談受付と年間複数回の採択を行う。 

 

(c) 選定、採択 

実証事業については、企画競争や公募の過程で形成された産業界、学術界

等の外部の専門家・有識者との関係も活用しつつ、客観的な審査、採択基準

に基づく公正な選定、採択審査を行う。選定、採択に当たっては、事業の性

格や目標に応じ、これまでの実用化・事業化に係る実績を十分踏まえた参加

企業の選定・採択を行うものとし、企業間の競争関係や協調関係に基づく、

適切な役割分担を明確に認識した上で、企画競争、公募を通じて、最高の英

知を集めつつ、適切な技術開発体制の構築を行う。特に、機構と実施者との

間にマネジメント機能の重複がないようにするとともに、真に技術力と実用
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化・事業化能力を有する企業を実施者として選定し、成果を最大化するため

の最適な技術開発体制の構築に努める等、安易な業界横並び体制に陥ること

のないよう留意する。なお、費用対効果等の不確実性が高くとも、将来の産

業・社会に大きな影響をもたらし得る技術開発についても、その点を一定程

度評価する。 

実用化促進事業は、比較的短期間で技術の実用化・事業化を行うことを目

的とし、比較的短期間で成果が得られ、即効的な市場創出、経済活性化に高

い効果を有し得るものであることに鑑み、事業実施者の経営能力を審査過程

で重視するとともに、達成すべき技術目標及び実現すべき新製品等の出口イ

メージが明確で、我が国の経済活性化やエネルギー・環境問題の解決により

直接的で、かつ大きな効果を有する案件を重視して選定、採択する。公的機

関のニーズ等を踏まえた技術開発課題の解決への取組を行う事業について

は、その有効性等を検証しつつ実施する。必要に応じ大学等の基礎基盤の科

学技術の知見も活用し、実用化・事業化を後押しするとともに、採択された

事業実施者に対しては、技術の早期実用化・事業化を図るため、技術開発面

のみならず、経営面における支援等を必要に応じ行うこととする。さらに、

事業実施効果の確保及び事業費の有効活用を図るため、案件採択時において

は、費用対効果分析の実施を徹底するよう努める。 

選定結果は公開し、不採択案件応募者に対する明確な理由の通知を行う。

十分な審査期間を確保することに最大限留意の上、応募総数が多い場合等、

特段の事情がある場合を除き、公募締切から採択決定までの期間をそれぞれ

以下の日数とすることにより、事務の合理化、迅速化を図る。 

・実証事業：原則４５日以内 

（ただし、エネルギー等関連業務の実証業務等：原則６０日以内） 

・実用化促進事業：原則７０日以内 
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（ⅱ）評価／反映・実行 

個々の事業に係る中間評価、事後評価及び追跡評価については、産業界、学

術界等の外部の専門家・有識者を活用し厳格に行うものとする。また、これら

の評価結果から得られた、技術開発マネジメントに係る多くの知見、教訓、良

好事例等を蓄積することにより、マネジメント機能全体の改善・強化に反映さ

せる。さらに、各評価結果については、技術情報等の流出等の観点に配慮しつ

つ、可能な範囲で公表するものとする。 

 

(a)中間評価等 

産業界、学術界等の外部の専門家・有識者を活用し、数値化された指標を

用いて中間評価を、厳格に適切な手法で実施する。特に５年間程度以上の期

間を要する事業については、３年目ごとを目途とする中間評価を必ず行う。

中間評価の実施に当たっては、技術開発の進捗状況に加え、プロジェクト・

マネジメントの適切性について、より重点を置きつつ、中間目標達成度を把

握するとともに、社会経済情勢等を踏まえた上で、技術開発内容やマネジメ

ント等の改善、見直しを的確に行っていく。 

機構による自主的な点検等により常に的確に事業の進捗状況を段階ごと

に一層詳細に把握し管理するよう努め、中間評価や随時行われる事業進捗の

把握結果等を基に、開発成果創出促進制度の活用等により、プロジェクト内

又はプロジェクト間において、配分予算の調整を行う等、事業の加速化（開

発成果創出促進制度の適用等）、縮小、中止、見直し等を迅速に行うととも

に、以降の事業実施及び予算要求プロセスに反映する。 

中間時点での評価結果が一定水準に満たない事業については、抜本的な改

善策等がない場合には原則として中止し、その財源を加速化すべき事業に充

てることとする。 

ただし、非連続ナショナルプロジェクトについては、ステージゲート方式

において次のステージに移行する毎に、技術の取捨選択や技術の融合、必要
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な実施体制の見直し等を柔軟に図るものとする。 

 

(b)事後評価 

事業終了後、産業界、学術界等の外部の専門家・有識者を活用し、数値化

された指標を用いて、技術的成果、実用化・事業化の見通し、マネジメント

等を評価項目とした事後評価を実施するとともに、その結果を以後の機構の

マネジメントの改善に活用する。 

ただし、非連続ナショナルプロジェクトについては、上記の評価項目にお

いて、技術的成果では、最終目標の達成度に留まらず、設定された目標以外

の技術成果、世界初の知見の獲得、新たな技術領域の開拓等がある場合は積

極的に評価する。また、実用化・事業化の見通しでは、計画に沿った実用化・

事業化の見通しに留まらず、他の技術や用途への展開、新たな市場の創造の

見通し、社会的な効果等がある場合は積極的に評価する。 

ナショナルプロジェクトにおいては、技術的成果、実用化・事業化の見通

し、マネジメント等を評価項目とし、別途公表される計算式に基づき８割以

上が「合格」、６割以上が「優良」との評価を得る。 

実用化促進事業においては、特にイノベーションの実現に資するものとし

て実施する事業については、産業界、学術界等の外部の専門家・有識者を活

用した事後評価において、技術的成果、実用化・事業化の見通し等を評価項

目とし、別途公表される計算式に基づき６割以上が「順調」との評価を得る。 

 

(c)追跡評価等 

ナショナルプロジェクトについては、事業終了後も、参加企業を始めとす

る事業実施者に働きかけを行い、プロジェクトが及ぼした経済的・社会的効

果等をフォローしその成果の実用化・事業化を推進するため、また、機構の

技術開発マネジメントの改善に反映させるため、既往の政府決定等を踏まえ、

評価に伴う過重な作業負担の回避という観点を考慮しつつ、これまで以上に
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分野横断的かつ緻密に逐次追跡調査を実施する。その際、参加企業における

実用化・事業化状況（非継続、中止、技術開発、製品化、上市）等を把握す

るとともに、本調査から得られた機構の成果（製品化事例等）を積極的に情

報発信する。 

ただし、非連続ナショナルプロジェクトについては、実用化・事業化状況

等の把握に加えて、新たな技術領域の開拓、他の技術や用途への展開、新た

な市場の創造の見通し、社会的な効果等の多面的な観点から、専門分野の外

部有識者を活用しつつ調査・分析を行い、必要な場合には上記ナショナルプ

ロジェクトよりも長期的に追跡評価を実施することとする。 

 

(d) 技術開発マネジメントに係る知見、教訓の蓄積 

ＰＤＣＡサイクルの一層の深化と確実な定着を図るべく、中間評価、事後

評価及び追跡評価の各結果から得られた知見、教訓を引き続き組織知として

蓄積するとともに、機構内で知見、教訓がより一層活用されるよう、毎年度

２回以上の機構内の共有活動を実施する。 

また、様々な角度からのデータの分析を引き続き行い、新たなプロジェク

ト（非連続ナショナルプロジェクトを除く。）の採択時等に、これまでの実

用化・事業化に係る実績を十分踏まえた参加企業の選定を行う。その際、成

功事例のみならず、非継続、中止となった事業の要因の分析等を行うことも

含め、これまでのナショナルプロジェクトに係る総合的、定量的な評価を行

う。 

さらに、委託先に帰属する特許権等について、委託先における事業化の状

況及び第三者への実施許諾の状況等につき引き続き毎年調査し、適切な形で

対外的に公表することとする。 
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（ⅲ）その他 
(a)主な制度運用 

手続き面では、事業の予見性を高めるとともに、進捗に応じた柔軟な執行

を可能とするために導入した「複数年度契約」や、技術開発ニーズに迅速に

応える「年複数回採択」等の制度面、手続き面の改善を行うとともに、事業

実施者に対する説明会を毎年度４回以上行う。 

・ 国からの運営費交付金を原資とする事業については、事業実施者から

目標達成に向けた明確なコミットメントが得られる場合には、最長３年間

程度の複数年度契約、交付決定を実施する。国からの補助金等を原資とす

る事業については、その性格を踏まえつつも、制度の趣旨に応じた柔軟な

応募受付、事業実施システムを構築することにより、年度の切れ目が事業

実施の上での不必要な障壁となることのないよう、利用者本位の制度運用

を行う。 

・ 制度面、手続き面の改善を、変更に伴う事業実施者の利便性の低下に

も留意しつつ行うとともに、事業実施者に対する説明会を毎年度４回以上

行う。また、毎年度、事業実施者に対してアンケートを実施し、制度面、

手続き面の改善点等について、８割以上の回答者から肯定的な回答を得る。 

・ 交付申請、契約、検査事務等に係る事業実施者の事務負担を極力軽減

するとともに、委託事業においては技術開発資産等の事業終了後の有効活

用を図る。 

・ 第３期中期目標期間中に、機構が行う業務への供用を終了した技術開

発資産の翌年度における売却手続きに要する期間を平均９ヶ月以内とす

ることを目指す。 

 

(b)知的財産権 

日本版バイドール制度の導入後、原則としてプロジェクト実施者に知的財

産権を帰属させることにより、企業等がプロジェクトに参加するインセンテ

ィブが向上する一方で、技術開発の成果の事業化が進んでいない場合も依然
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見られ、知的財産権を保有する者以外への技術開発成果の展開が十分進んで

いない可能性も懸念されている。 

こうしたことを踏まえ、機構は、プロジェクト（実施中のもののみならず

終了後のものも含む。）の成果を最大限事業化に結びつけるため、公募段階

から以下の方針を踏まえた知的財産マネジメントの方針を提示するほか、機

構が各プロジェクトの趣旨・目的に応じた知的財産マネジメントを主導する。 

・ 自ら事業化（成果を第三者に移転することにより事業化を図る場合も

含む。）することに意欲的な技術開発の受託者に対しては、優先的に

知的財産権を保有させる。 

・ 事業化に際し関係する知的財産権を効率的に活用できるよう、プロジ

ェクト参加者間で保有する知的財産権を相互に合理的な条件で実施

許諾し合えるルールを定める。 

・ 長期に亘り未活用な知的財産権を、国等の求めに応じ第三者に実施許

諾するために、政府において策定される運用ガイドラインを十分に活

用する。 

・ 必要に応じ機構へのサブライセンス権の付与等を通じ、プロジェクト

の成果を第三者に広く実施許諾する。 

・ 技術開発の受託者に知的財産権を帰属させても成果の事業化が見込ま

れない場合など個別の事情に応じ、帰属先を柔軟に選択する。 

・ 優れた成果は国際的に展開すべきであることに鑑み、成果を日本で権

利化する場合は、並行して市場展開を見込む諸外国でも権利化するこ

とを原則とする。 

・ 権利化と同時に標準化を図る、権利化と秘匿化とを適切に組み合わせ

るなどプロジェクトの計画段階から戦略を考えて対応する。 

特に、機構は、ＰＭの主導の下、プロジェクト実施者に対して知的財産権

の取扱いに関する合意文書の策定を促すとともに、知的財産権に関する委員

会設置等の体制整備を推進する。さらに、必要に応じ特許取得費用に対する
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支援を行う。 

このため、機構は、プロジェクトごとに知的財産マネジメントを行う機構

の責任者を明確化するとともに、プロジェクト実施者に対して、知的財産権

の取扱いに関する合意文書の作成・指導や知見共有化を行う等、適切な知的

財産マネジメントを実施するため、機構において外部人材の活用を含めた体

制整備を図る。 

 

(c) 基盤技術研究促進事業 

基盤技術研究促進事業については、収益・売上納付の回収、管理費の低減

に努め、欠損金の減少を進める。第３期中期目標期間中においては、現在実

施中の事業の終了後は、新たな事業の実施は行わないこととする。 

 

(d) 追加的に措置された交付金 

平成２５年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金につい

ては、「好循環実現のための経済対策」の競争力強化策のために措置された

ことを認識し、研究開発型ベンチャー企業・新事業の創出支援のために活用

する。 

平成２６年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金につい

ては、「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」の現下の経済情勢等を

踏まえた生活者・事業者への支援、地方が直面する構造的課題等への実効あ

る取組を通じた地方の活性化のために措置されたことを認識し、資源・エネ

ルギーの安定供給、中小企業・小規模事業者等の支援のために活用する。 

平成２７年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金につい

ては、「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策」の一環とし

て生産性革命の実現のために措置されたことを認識し、研究開発型ベンチャ

ー、中堅・中小企業への研究開発促進支援のために活用する。 

平成２８年度補正予算（第２号）により追加的に措置された交付金につい
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ては、「未来への投資を実現する経済対策」の２１世紀型のインフラ整備の

ために措置されたことを認識し、研究開発型ベンチャー企業等の支援のため

に活用する。 

 

（イ）技術開発型ベンチャー企業等の振興 

経済の活性化や新規産業、雇用の創出の担い手として、新規性、機動性に富

んだ技術開発型ベンチャーの振興が一層重要になってきていることにも鑑み、

ベンチャー企業への実用化助成事業における取組等を一層推進し、必要な者に

対する専門家による海外を含めた技術提携先や顧客の紹介、知財戦略の策定等、

機構による技術、経営両面での支援機能を強化するとともに、事業者と政府系

金融機関や民間ベンチャーキャピタル等との一層の連携を通じて、資金面での

支援も図り、実用化・事業化を一層推進する。 

上記事業の実施に当たっては、我が国におけるベンチャー・エコシステムの

構築が重要であることに鑑み、諸外国の先進的な取組も参考にしつつ、海外か

らのベンチャーキャピタルや起業前後のスタートアップへの投資・指導等を行

うシード・アクセラレーター等の誘致を行うとともに、我が国のベンチャーキ

ャピタルやシード・アクセラレーター等の育成につながるような形で、技術開

発型ベンチャー企業等への支援を行うものとする。 

具体的には、創業期の技術開発型ベンチャー企業を支援する国内外のベンチ

ャーキャピタル、シード・アクセラレーター等を認定し、それらによる出資を

条件とした技術開発型ベンチャー企業への助成事業を実施する。これにより、

我が国において、国内外のベンチャーキャピタル、シード・アクセラレーター

等が活発に活動する状況を作り出し、それにより技術シーズを基にしたベンチ

ャー企業が創出され、その状況が更なる投資や事業化を促進するという好循環

を生み出すことを目指す。 
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（ウ）オープンイノベーションの推進 

製品サイクルの短期化や技術知識の高度化に伴い、コア技術は自社で磨きつ

つも外部の技術・知識等を活用する「オープンイノベーション」の取組が世界

的に進展し、企業の国際競争力上、重要となってきている。このため、我が国

企業のオープンイノベーションの取組を推進すべく、産業界の取組への関与・

支援、技術ニーズとシーズのマッチングの推進、中堅・中小・ベンチャー企業

と革新的な技術シーズを事業化に結びつける「橋渡し」機能の能力を有する機

関との共同研究への支援を行うものとする。 

具体的には、上記のほか、オープンイノベーションに関する成功事例の共有・

啓蒙普及活動等を行う場（オープンイノベーション協議会）の構築を行い、そ

の事務局機能を担うとともに、技術ニーズとシーズのマッチングを行うための

情報交流の仕組みの構築を行う。 

 

（エ）国際共同事業の推進 

我が国産業技術の向上及び海外市場の開拓、さらには、機構のグローバルな

技術開発マネジメント能力向上のため、また、国内のみならず海外の企業や機

関と共同で技術開発を実施する必要性が高まっていることを踏まえ、最先端の

技術を持つ内外の企業による国際共同研究プロジェクト等に対し、機構が海外

の技術開発マネジメント機関等とともに「コファンド形式」等により資金支援

を行うことなどの試みを、毎年度積極的に推進する。これにより、我が国企業

の国際展開や海外企業も含めたオープンイノベーションの進展を支援し、これ

に対応したグローバルな技術開発マネジメントに係る事業を一層推進する。 

また、海外機関との国際連携を図り、双方にとってのＷｉｎ－Ｗｉｎの関係

を構築するため、我が国と相手国双方の利益に結び付く可能性のある技術等に

ついて、その有効性を十分検証した上で、情報交換協定などの協力関係を構築

する。その際、意図せざる技術流出の防止の強化を図る観点から、機構の事業

の実施者の成果の取扱いについての仕組みの整備等に努めるものとする。 
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（オ）技術開発成果の事業化支援 

研究開発の成果の実用化及びこれによるイノベーションの創出を図るため、

機構の研究開発の成果を事業活動において活用しようとする者に対する出資

（金銭の出資を除く。）並びに人的及び技術的援助を行う。加えて、産業革新

機構など事業化促進に資する機能を有する外部機関と積極的に提携することに

より、技術開発の成果の事業化を促進する。 

技術開発の成果が速やかに実用化・事業化につながるよう、機構として事業

者に対し、技術開発成果を経営において有効に活用するための効果的方策（技

術開発マネジメント、テーマ選定、提携先の選定、経営における活用に向けた

他の経営資源との組み合わせ等）を提案するなど、技術経営力の強化に関する

助言を積極的に行う。 

実用化促進事業において、特にイノベーションの実現に資するものとして実

施する事業については、事後評価等により得られた知見を基に、技術経営力の

強化に関する助言業務の観点も踏まえ、事業実施者に対して必要なアドバイス

を行う。 

また、事業者の技術経営力の強化に向けた業務の一環としての観点も踏まえ

つつ、良質な技術シーズを発掘するため、機構の事業に対する応募に係る相談

対応を毎年度２回以上実施する。 

「標準化官民戦略」（平成２６年５月１５日標準化官民戦略会議決定）に基

づく「新市場創造型標準化制度」の活用も含めた標準化の推進により、市場や

技術の特性を踏まえ、技術開発成果のＩＳＯ・ＩＥＣ等の国際標準化やＪＩＳ

化を図る。 

具体的には、毎年度、年度計画に以下の項目に関する数値目標を設定し、そ

の達成を図る。 

・技術開発プロジェクトにおける標準化に係る取組を含んだ基本計画数 
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・機構の事業におけるＩＳＯ・ＩＥＣ・ＪＩＳ等の国内審議団体又はＩＳＯ・

ＩＥＣ・ＪＩＳ等への標準化に関する提案件数 

技術開発期間中のみならず終了後も、技術開発の成果のユーザー・市場・用

途の開拓に向けて、技術開発の実施者を始め幅広く産業界等に働きかけを行う

とともに、技術開発成果をより多く、迅速に社会に繋げるための成果普及事業

として、技術開発の成果をユーザーにサンプル提供し、その評価結果から課題

を抽出するサンプルマッチング事業、プロジェクト成果を実使用に近い環境で

実証する成果実証事業等を実施する。また、制度面で技術開発成果の実用化・

事業化を阻害する課題があれば、積極的に関係機関に働きかける。事業で得ら

れた技術開発成果と企業とのマッチングの場を設け、成果の普及促進を図る。 

 

（カ）情報発信等の推進 

機構の活動は、広く国民、社会からの理解及び支持を得ることが重要である

ことから、機構の成果を国民、社会へ還元する観点から、展示会等において、

事業で得られた技術開発成果を積極的に発表することにより、また、機構がこ

れまで実施してきている技術開発マネジメントに係る成功事例を幅広く選定し、

積極的に情報発信を行うことにより、産業界を含め、国民全般に対し、機構の

事業により得られた具体的な技術開発成果の見える化を図り、引き続きわかり

やすい情報の発信、幅広いソリューションの提供を行うこととする。その際、

必要に応じ、英語版を含む外国語版の媒体を製作することにより、世界への情

報発信を行う。 

特に、産業界との関係については、機構の認識を一層深めてもらうとともに、

産業界のニーズや経営方針を反映するため、最高経営責任者（ＣＥＯ）をはじ

めとする企業経営層との一層の連携強化を図り、終了後のプロジェクトを引き

続き経営戦略に位置づけるよう技術開発成果の実用化・事業化への取組強化へ

の働きかけを行う。 
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（ⅰ）国民へのわかりやすい成果の情報発信、提供のため、対象に応じた、成

果の映像、印刷物、ホームページ等の媒体の製作、提供、成果発表会、展

示会等の開催及び出展等を行う。 

特に、機構の最新の取組等を紹介する機関誌については年４回以上発行

するとともに、分野ごとのパンフレットについては定期的に更新する。こ

れらの媒体については、必要に応じて英語版を含む外国語版を作成する。 

国民一般を対象とした広報、情報発信については、特に、記者発表回数や

来場者１万人超の一般向け展示会出展数を毎年度現行水準以上とする。 

我が国の次世代の技術開発を担う小中学生を対象とした広報、情報発信に

ついては、特に、科学技術館の展示内容の充実を図るとともに、子ども向

け啓発事業を毎年度３回以上実施する。また、アンケート等を通じてこれ

らの効果について検証し、その結果に応じて内容を見直す。 

 

（ⅱ）技術開発の成果を基礎とした産業技術、エネルギー及び環境分野への貢

献（アウトカム）については、中長期な視野で様々な事例とその幅広い波

及効果を収集、把握することに努め、印刷物、ホームページ等により、毎

年度、広く情報発信を行う。 

 

（ⅲ）展示会等の企画、開催、学会等との連携による共同イベントの実施等を

通じ、事業で得られた技術開発成果を積極的に発表することにより、技術

開発成果と企業とのマッチングの場を設け、成果の普及促進を図る。その

際、成果の公表等については、国民への情報発信や学界での建設的情報交

換等の視点と、知的財産の適切な取得、国際標準化等その成果の我が国経

済活性化への確実な貢献等の視点とに留意するものとする。 

 

（ⅳ）内外の技術開発マネジメント機関との情報交換を実施するとともに、イ

ノベーション、技術開発マネジメント及びプロジェクト・マネジメント関
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係の実践的研究発表として、セミナー、学会、シンポジウム、内外の学会

誌、専門誌等に機構自身として第３期中期目標期間中に１００本以上の発

表を行う。 

 

（ⅴ）これまでに蓄積された技術開発プロジェクトの実施体制等の決定におけ

る採択審査委員会、プロジェクトの途中及び事後における評価委員会等を

通じた産業界、学術界等の外部の専門家・有識者との関係やその他の関係

各方面とのネットワークを活用し、技術経営力の強化をテーマとしたシン

ポジウム等を毎年度１回以上開催すること等により、その知見を産業界等

に発信する。また、技術経営力に関する産業界、学術界等の外部の専門家・

有識者のネットワークを構築し、このネットワークを活用しつつ技術経営

力に関する知見を深化させ、その成果を産業界に発信する。技術開発マネ

ジメントのノウハウ等の成果を、社会人向け公開講座等を活用して、企業

の技術開発部門や企画部門の担当者等に発信する。 

 

（キ）人材の流動化促進、育成 

技術開発マネジメントについて、内部人材の育成を図るとともに、プロジェ

クト管理等に係る透明性を十分に確保した上で、一定の実務経験を有する優秀

な人材など、外部人材の中途採用等を毎年度実施し、人材の流動化を促進する

ことにより、機構のマネジメント能力の底上げを図る。 

民間企業や大学等の技術開発において中核的人材として活躍しイノベーショ

ンの実現に貢献するＰＭ人材の育成を図るため、将来のＰＭ人材の候補を受け

入れて多様な実践経験の場を提供する役割を果たすことや、民間企業・大学・

ＮＥＤＯ等の研究開発法人において既に技術開発マネジメントの実績を有する

人材を積極登用するなど、そのキャリアパスの確立に貢献する。 

具体的には、民間企業、大学、公的研究機関等の関係機関とのクロスアポイ

ントメント制度の活用を含め、広くＰＭ人材及びその候補を募ることを通じ、
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積極的に人材登用を進める。加えて、ＰＭ人材として、研究開発が事業化され

るまでの一連のプロセスに含まれる多様な段階での経験を積ませるとともに、

当該人材の育成を目的とした内部研修等の充実を図ることで、我が国における

ＰＭ人材の育成に係る中核的機関を目指す。 

また、民間企業や大学等において中核的人材として活躍し、イノベーション

の実現に貢献する技術者の養成事業の質的強化を図る。具体的には、産業技術

の将来を担う創造性豊かな技術者、研究者を機構の技術開発プロジェクトや公

的研究機関等の最先端の研究現場において技術開発等に携わらせること及び大

学等の研究者への支援をすることにより人材を育成するとともに、機構の技術

開発プロジェクトに併設するＮＥＤＯ特別講座について効率的、効果的な実施

方法の工夫を図りつつ実施する。 

これらの活動を通じ、民間企業や大学等において中核的人材として活躍する

技術者を、高齢化の進展状況、政府予算の状況その他適当な条件を加味した上

で、第２期中期目標期間と同等程度養成する。 

 

（ク）技術分野ごとの計画 

機構は、中期目標の技術分野ごとの目標に基づき技術戦略研究センターが策

定・改定する技術戦略に従い技術開発を実施する。なお、技術戦略を策定するま

での間は以下の通り実施する。 
（ⅰ）新エネルギー分野 

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災及び東京電力福島第一原子

力発電所事故を受けて、我が国のエネルギー政策の見直しが行われており、今

後の日本のエネルギー供給を支えるエネルギー源として、新エネルギーへの期

待が高まっている。政府目標に掲げられる大規模な新エネルギーの導入を実現

するためには、低コスト化、系統安定化対策、立地制約、信頼性向上など様々

な技術的課題があり、これらを確実に克服していくことが必要である。 
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エネルギーセキュリティ、環境制約、経済成長、安全・安心の全てを両立す

るエネルギーシステムを構築していくためには、エネルギー技術における更な

るイノベーションの進展が重要になる。そのためには、エネルギーシステムに

パラダイム・シフトをもたらすような革新的なエネルギー技術の開発を進める

必要がある。また、そのような技術開発は、我が国の新エネルギー技術の産業

競争力を強化する上でも重要である。 

新しいエネルギー技術の社会への普及を進める上で、技術開発のみならず、

技術の標準化や規制の適正化についても適切に取組んでいくことが必要であ

り、導入・普及施策とも相まって着実に社会実装を進めていくことが重要であ

る。さらには、我が国の優れた新エネルギー技術を広く世界に広めていく観点

から、戦略的な国際協力を展開する。 

 

(a)太陽光発電 

太陽光発電は資源ポテンシャルが大きく、また設置のリードタイム

が短いことから、今後大量導入が期待されている。また、我が国電機・

電子産業の技術的蓄積が活かされる技術領域である。一方、太陽光発

電の大量導入に向けては、高い発電コスト、立地制約、リサイクル等

様々な技術的課題があり、これらを克服していくことが必要である。

また、海外企業による生産規模の拡大と、それに伴う市況の低迷によ

り、国際的な競争が激化しており、技術の差別化による競争力強化、

高付加価値化による用途拡大、新たなビジネス創出が求められている。

今後は我が国技術の海外市場への展開が必要となっている。 

第３期中期目標期間においては、導入目標の達成に向けた技術課題

の克服として、長期的に太陽光発電の発電コストを基幹電源並みに低

減させるため、システム構成やコスト構造に留意して、変換効率の向

上を含めた低コスト化に係る技術開発を行う。また、太陽光発電の導
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入拡大の障害となっている要因を分析し、立地制約を解消していくた

め、導入ポテンシャルの拡大に貢献する技術開発を行う。 

さらに、太陽光発電の大量導入に伴い必要となる太陽電池のリサイ

クルシステムの確立に向け、必要な技術開発を行い、また、高信頼性

等に関する標準・規格の整備に資するデータ取得等を行う。 

太陽光発電産業の競争力強化については、２０３０年以降に変換効

率４０％を達成するといった飛躍的に高い変換効率、新規用途の開拓

など太陽電池の付加価値を高め、新たな市場開発につながる技術開発

を行うとともに、発電事業への展開やサービス産業との連携強化等の

川下展開支援のための技術開発を行う。 

加えて、我が国の新エネルギー技術の海外展開を積極的に後押しす

べく、諸外国の関係機関との間で戦略的な提携関係を構築し、人材育

成、共同研究、実証事業、情報交換等多様なツールを活用して支援す

る。 

 

(b)風力発電 

風力は他の再生可能エネルギーと比較して発電コストが低く、中長

期的に大規模な導入が期待されている。風力発電においても、低コス

ト化、環境アセスメント対応、出力安定化等様々な技術的課題を克服

する必要がある。また、洋上風力発電の国内外の市場の拡大をにらん

で、産業競争力の強化が重要な課題となる。 

第３期中期目標期間においては、導入目標の達成及び産業競争力の

強化の観点から、風力発電の一層の低コスト化に資する高効率ブレー

ド等の開発やメンテナンス技術の高度化等、出力・信頼性・稼働率の

向上に向けた取組を行うとともに、風力発電の導入拡大に資するため、

環境アセスメント対応の円滑化に貢献する課題の克服に取組む。また、

洋上風力発電の拡大に向け、洋上風力の設置、運転、保守に係るガイ
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ドラインを整備するとともに、固定価格買取制度における洋上風力発

電の価格設定に必要なデータ提供等、様々な取組を行う。 

また、超大型洋上風車技術の確立に向け、要素技術やシステム技術

の開発、浮体式洋上風況観測など洋上風力発電の周辺技術の開発等を

行うとともに、洋上風力の立地促進に関する取組を行う。 

 

(c)バイオマス 

バイオマス利用技術は、既存のエネルギーシステムとの親和性が高

く、世界でも既に利用が広がっている再生可能エネルギーである。ま

た、エネルギーの地産地消の実現が期待できる技術であることから、

これらバイオマスのエネルギー利用のための技術開発に注力してきた。

今後は、バイオマスの液体燃料利用の促進に向けた必要な取組を行う

とともに、バイオマスの発電利用や熱利用を促進していくことが重要

である。 

第３期中期目標期間においては、食糧供給に影響しないバイオ燃料

製造技術を将来的に確立するため、第２世代バイオ燃料であるセルロ

ース系エタノールについては、２０２０年頃の実用化・事業化に向け

て、製造技術の開発、実証を行うとともに、第３世代バイオ燃料であ

る微細藻類等由来による燃料については、藻類からのジェット燃料等

の製造技術、ＢＴＬ技術の開発を行う。また、バイオマス燃料の既存

発電システムでの活用促進や効率的な熱利用の推進に向け、バイオマ

ス燃料の性状改良等の開発やバイオマス燃料の含水率や形状等の性状

を制御する技術等の開発を行う。 
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(d)海洋エネルギー発電 

四方を海に囲まれた我が国は、海洋エネルギーの賦存量が大きく、

波力発電技術や潮力発電技術、その他海洋エネルギー発電技術につい

て早期に実用化・事業化を図ることが重要である。 

第３期中期目標期間においては、海洋エネルギー発電技術について、

開発した技術を実海域において実証を行うとともに、発電コストの低

減等に向けた技術開発を行い、中長期的に他の再生可能エネルギーと

同程度の発電コストを達成することに貢献する。 

 

(e)再生可能エネルギー熱利用 

再生可能エネルギーの利用拡大に向けては、発電のみならず熱利用

を促進することが重要である。これまでは地熱に関する技術開発を中

心に行ってきたが、今後は地熱に加え太陽熱や雪氷熱等にも取り組み、

再生可能エネルギー熱利用を進めていくことが重要である。 

第３期中期目標期間においては、地熱発電技術の高度化を図り、導

入目標の達成を図るべく、発電技術の小型化・高効率化に向けた技術

開発を行うとともに、小規模地熱や熱利用の促進を図るべく、新たな

媒体や腐食等対策に係る技術開発や、地熱発電促進のための課題等抽

出に向け、必要な調査を行う。また、低コストな熱計測技術の開発、

実証を行うとともに、地熱以外の熱に関する必要な調査等を行う。 

 

(f)系統サポート 

再生可能エネルギーは出力が不安定な電源であり、系統側における

電力安定化対策として蓄電池等に係る技術開発が行われているが、発

電側においても電力安定化等に向けた取組が必要である。 

第３期中期目標期間においては、出力変動に対する予見性の向上の

ため、発電出力予測システムの検討及び開発を行うとともに、出力変



32 

 

動緩和のための蓄エネルギーシステムの可能性評価及び開発等、再生

可能エネルギーの調整電源化に向けた必要な技術開発を行う。 

 

(g)燃料電池・水素 

燃料電池は、燃料となる水素と空気中の酸素を直接化学反応させて

電気と熱を同時に取り出すため、エネルギー効率が高くかつ発電・発

熱時には温室効果ガスを発生しないため、我が国における省エネルギ

ーや地球温暖化対策の観点から重要な技術である。また、東日本大震

災以降、災害に強い分散型エネルギーシステムへの重要性が増してい

る点からも、分散型電源の一翼を担う燃料電池に対する期待が高まっ

ている。 

第３期中期目標期間においては、家庭用燃料電池の普及拡大と業務

用・発電事業用燃料電池の実用化・事業化を図るため、家庭用燃料電

池の一層の低コスト化及び耐久性９万時間等の達成、業務用・事業用

発電システムの確立に向け、必要な技術開発等を行うとともに、ＳＯ

ＦＣの大型化及びガスタービンとの連携技術の開発を行い、発電効率

６０％、耐久性９万時間等を目指す。また、標準化等に資する取組を

行う。加えて、固体高分子形燃料電池、固体酸化物形燃料電池等の従

来型燃料電池と異なる次世代燃料電池の開発及び従来型燃料電池の新

たな用途の実用化・事業化、商品性の向上、低コスト化等に関する技

術開発を行う。 

また、燃料電池自動車の普及拡大と水素供給インフラの整備促進に

向け、自動車用燃料電池の低コスト化及び耐久性５，０００時間の達

成等に向けた技術開発を行うとともに、将来的に水素ステーションの

コストを２億円（３００Ｎｍ３/ｈ規模）程度に低減すべく、水素の製

造・輸送・貯蔵・供給に係る技術開発を行う。また、水素供給インフ
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ラの低コスト化・高性能化を図るべく、技術の実証等を行うとともに、

経済性の向上のため、規制適正化や標準化等に資する取組を行う。 

さらに、水素を利用したエネルギーシステムの実現に向け、技術動

向等を調査し、水素の貯蔵や輸送等に関する新しい技術の開発等を行

う。 

 

(h)国際 

我が国の新エネルギー技術の産業競争力強化や地球環境問題の解決

等に向け、当該技術の海外展開に向けた戦略的な国際協力を実施して

いくことが重要である。 

第３期中期目標期間においては、今後再生可能エネルギー市場の拡

大が見込まれる国々との間でパートナーシップの構築を図るべく、政

策対話、情報交換、人材育成、共同研究等を通じてネットワーク強化

を図る。また、再生可能エネルギーの普及拡大が今後見込まれる国・

地域における技術実証事業を行うとともに、新しい技術の実用化・事

業化・国際的な技術動向の把握・市場の開拓の観点から、多国間・二

国間協力の枠組みを有効活用する。 

 

（ⅱ）省エネルギー分野 

資源の大半を海外に依存している我が国にとって、資源確保は従前から

重要な課題である。特に、近年、アジア地域等の開発途上国の経済成長に

よる化石燃料を主としたエネルギー需要の増加は著しく、世界各国ともに

エネルギー資源を始めとする資源確保の競争が激化することが見込まれ

る。こうしたエネルギーを取り巻く非常に厳しい国際環境に加え、東日本

大震災を契機にエネルギーに対する安全・安心に関する重要性を再確認す

ることとなった。つまり、我が国においては「効率性」を確保しながら、

「安全」で「環境」に優しく、「エネルギーセキュリティ」にも十分に配



34 

 

慮したエネルギー構造改革を成し遂げなければならないものとなった。そ

のためには、再生可能エネルギーの積極的な導入とともに、もう１つの柱

として「省エネルギーの推進」は、その重要性を益々高めているところで

ある。 

こうした背景の下、機構の省エネルギーに関する取組としては、大幅な

省エネルギー効果が見込まれ、エネルギー・産業構造の変革に貢献する省

エネルギー技術の開発と、産業競争力の強化の観点から省エネルギー製

品・技術の海外展開の加速化を目指すものであり、平成２３年に策定した

「省エネルギー技術戦略」を核として、着実に取組んでいく。なお、当該

技術戦略は、少なくとも２年毎に必要な見直しを行う。 

以下の分野に大別し、それぞれの分野の特性を踏まえながら技術開発を

実施する。なお、核となる課題設定型助成事業については、事後評価に付

議される案件の８割以上が合格の評価を得ることを目標とするとともに、

完了した実用化開発及び実証研究フェーズの案件について事業化に係る

調査を毎年行い、省エネルギー効果の総量を公表することとする。 

 

(a)産業分野 

産業部門では、エネルギー効率向上によるコスト削減は競争力に直

結する課題であり、省エネルギーかつ低コストで低炭素型製品等のも

のづくりが進められており、我が国は世界有数のエネルギー生産効率

を達成している。今後は、エネルギー消費比率上位の産業を中心とし

て、更なる効率改善を図るため、燃焼利用の最小化や熱利用工程の高

効率化等に係る技術開発の実施、エクセルギーの損失を最小化する産

業プロセスやシステムの改善等に取組んでいく。 
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(b)家庭・業務分野 

家庭・業務部門のエネルギー消費は我が国でも増加傾向にあるが、

特に発展途上国を中心に急激に増加している。住宅や業務用ビルの省

エネルギーを推進するため、住宅・建築物躯体の断熱・蓄熱性能の向

上、照明・空調・電子機器等の効率向上及び無駄な電力（電力変換ロ

スや待機電力）の削減技術、未利用エネルギーの活用、住宅・建築物

間でのエネルギーマネジメント等の促進技術の開発に取組んでいく。 

 

(c)運輸分野 

運輸部門では、エネルギー消費量の大部分を乗用車及びトラックが

占めておりその効率向上が重要であるが、自動車単体対策（燃費向上、

高効率モーター等の開発）に加えて、交通流対策等にも資するＩＴＳ

（Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｔ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ Ｓｙｓｔｅｍｓ）

技術の活用の検討等にも取組んでいく。 

 

(d)横断的分野 

各部門に共通する技術は部門横断として捉え、具体的には、空調、

給湯、乾燥、冷凍冷蔵、カーエアコンなど様々な分野でその適用が拡

大している「ヒートポンプ」、また、様々な分野において使用される

電気電子機器に備わる電源の高効率化を支える「パワーエレクトロニ

クス」、更には、熱利用が想定される分野のエネルギー消費用途の概

ね５０％を占める熱の有効利用や、次世代送配電ネットワークの構築

（高温超電導線材を活用した高機能電力機器等を含む。）に不可欠で

あり、都市や街区レベルでのエネルギー利用最適化を図るエネルギー

マネジメント技術に資する「熱・電力の次世代ネットワーク」等に係

る技術開発に取組んでいく。 

 



36 

 

（ⅲ）蓄電池・エネルギーシステム分野 
(a)蓄電池 

蓄電池は、電気自動車（ＥＶ）やプラグインハイブリッド自動車（Ｐ

ＨＥＶ）等の次世代自動車の普及、再生可能エネルギーの導入拡大や

スマートグリッド実現の核となる重要な技術である。また、経済産業

省が２０１２年７月に定めた「蓄電池戦略」でも、２０２０年に世界

全体の市場（２０兆円）の５割のシェアを我が国関連企業が獲得する

ことが目標に掲げられており、今後も市場の拡大が想定される成長産

業と位置付けられている。 

第３期中期目標期間においては、国際的な競争が激化しつつある蓄

電産業について、引き続き我が国が競争力を確保するため、用途に応

じて高性能・高安全性・高信頼性・低コストの蓄電池を実用化・事業

化していくことが必要であり、今後大きな成長が望め、かつ我が国の

優位性を活かすことができる分野における蓄電池に注力して技術開発

を実施する。 

車載用については、既に実用化・事業化されているリチウムイオン

電池の出力・エネルギー密度を他国に先行して飛躍的に向上させると

ともに、低コスト化を実現し、次世代自動車市場を確保していく。ま

た、２０３０年の実用化・事業化が期待されるポストリチウムイオン

電池の実現を目指し、産官学の英知を結集して最先端の技術開発に取

組むことによって、我が国の中長期的な競争力の確保を目指す。 

大型蓄電池については、電池の種類に捉われず、低コスト化・長寿

命化が期待できる蓄電技術を開発するとともに、システムの制御・運

用に係る技術実証を行い、実用化・事業化を促進することで比較的新

しい本技術の市場を確保していく。 

また、産学の技術進展を加速する共通基盤技術として、蓄電池材料

の評価手法の確立等に取組む。 
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さらに、ＩＥＣやＩＳＯ等における国際標準の制定・見直しの場に、

必要に応じてプロジェクトで得られた成果を提供し、我が国主導によ

る国際標準化を促進する。 

 

(b)スマートグリッド、スマートコミュニティ 

出力が不安定な新エネルギーの大量導入や分散電源化といった社会

的要請に応えつつ、エネルギーを安定的に供給するインフラを効果的

に構築・運用するためには、蓄電池をはじめとする蓄エネルギー技術

に加えて、ＩＴを活用してエネルギー供給側と需要側の情報を双方向

で共有し、エネルギーシステム全体で需給変動を制御・調整していく

新たな仕組みづくりが重要である。 

第３期中期目標期間においては、特に電力システム安定化に向けた

取組に注力することとし、系統側における能動的制御技術であるスマ

ートグリッド、 需要側においてコミュニティ全体でエネルギーの効率

的利用を行うスマートコミュニティ、発電側における再生可能エネル

ギーの能動的出力調整技術、これらを支える蓄電技術といったシステ

ム全体にわたる技術の開発・実証を総合的に推進する。 

 

（ⅳ）クリーンコールテクノロジー（ＣＣＴ）分野 

石炭は、石炭火力発電を中心に、今後とも世界的に需要が拡大し、世界

の一次エネルギーに占める割合が高くなると見込まれ、我が国でも一次エ

ネルギー総供給量に占める石炭の割合及び発電量に占める石炭火力の割

合は２０％以上と重要なエネルギー源である。このため、高効率な石炭火

力発電技術、石炭利用の課題となるＣＯ２の削減技術（ＣＣＳ等）を組み

込んだゼロエミッション石炭火力技術の開発を推進していく必要がある。

また、石炭は、供給安定性の面で優れているが、可採埋蔵量の約半分が、

品位の低い未利用炭となっている。世界的な石炭需給の緩和、及び我が国
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のエネルギーセキュリティ向上を目指しこれら未利用炭の多目的利用の

ための技術開発を行う必要がある。 

こうした我が国が優位性を持つクリーンコールテクノロジーは、普及展

開による国際貢献とともに、産業競争力確保の観点から、更なる技術力の

向上が必要である。 

革新的な高効率発電技術及びＣＯ2削減技術としては、石炭ガス化複合

発電（ＩＧＣＣ）／石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）の実現が期

待されている。第３期中期目標期間では、石炭ガス利用の高効率化を実現

するガス精製技術、排ガスのＣＯ2濃度を高める高効率なＣＣＳ対応型石

炭ガス化発電システム技術等の要素技術の開発、ガス化炉そのもののエネ

ルギー効率向上、廃熱利用といった基盤的技術開発を行う。 

褐炭は、水分が多く、その一方で、乾燥すれば自然発火性が高いことか

ら、輸送に適さず、利用が進まない。このため、石炭の乾燥技術開発が必

要である。また未利用炭においては、灰分、硫黄あるいは水銀等の含有量

が多いため、従来の石炭利用設備に直接供給できない。そこで、脱灰分、

脱硫黄、脱水銀等の改質技術開発が必要となる。第３期中期目標期間では、

未利用の低品位炭について、経済性と利用可能な品質のバランスを踏まえ

た、乾燥技術、改質技術についての調査を行うとともに、必要な技術開発

を行う。 

 製鉄プロセスにおけるＣＯ２削減に資するべく、排出される二酸化炭素

の約３０％削減を目指し、環境調和型製鉄プロセス技術開発を推進する。

第３期中期目標期間においては、ＰｈａｓｅⅠ ｓｔｅｐ１で得られた要

素技術を基に、１０ｍ３規模のミニ高炉、コークスガス（ＣＯＧ）改質設

備等を製作し、総合的な高炉からの二酸化炭素排出削減技術及び二酸化炭

素分離回収技術の開発を行うとともに、次期１００ｍ３規模実証炉へのス

ケールアップのためのデータを得る。また、製鉄プロセスにおけるＣＯ２
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排出量を約３０％削減及びＣＯ２分離回収コスト２，０００円/ｔ－ＣＯ２

を可能とする技術を確立する。 

 

（ⅴ）環境・省資源分野 
(a)フロン対策技術 

代替フロン等４ガス（ＨＦＣ、ＰＦＣ、ＳＦ６、ＮＦ３）について

は、京都議定書約束期間後の枠組みにおいても、温室効果ガス排出削

減のために積極的な対策を取ることが求められると想定される。特に

冷凍空調機器分野においては、他の分野に比べ今後１０～２０年間で

特定フロンから代替フロンへの著しい転換が予測されているため、低

温室効果冷媒への代替実現が急務である。 

そのため第３期中期目標期間では、競争力をより強化するためのシ

ステムの効率化や、コストダウン等を視野に入れつつ、新たな低温室

効果冷媒の合成開発（新たな低温室効果冷媒を少なくとも１種類開発）

や高効率な空調機器の技術開発を推進し、併せて低温室効果冷媒の性

能評価及び安全性評価（燃焼・爆発特性やフィジカルハザード等の評

価）に取り組むことで、市中におけるフロン機器の代替を図り、温室

効果ガス削減により広く、直接的に寄与することを目指す。 

 

(b)３Ｒ分野 

製品からのレアメタル含有部品の回収については、技術的基盤は概

ね構築されつつあるが、対象鉱種や対象製品に応じて個別に効率化や

低コスト化のための技術の開発・実証が必要な状況である。一方、レ

アメタル含有部品からのレアメタル抽出・精製プロセスについては、

効率化や環境負荷低減を実現する新技術の開発の可能性があり、長期

的に取り組む必要がある。また、最終処分場の逼迫は長期的課題とし

て解決が求められている。 
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第３期中期目標期間においては、特に資源確保の観点から、レアメ

タル等の希少資源に関するリサイクルシステムの構築に向けた技術開

発を実施する。そのうち次世代自動車からのレアアース磁石のリサイ

クルに関しては、国内で年間１３０トン以上の磁石を回収可能な技術

を構築する。これにより、代替材料の開発・普及に要するリードタイ

ムを補い、供給源の多様化による資源リスクの低減を目指す。 

また、リサイクル産業の海外新興国における技術の開発・実証につ

いては、マテリアルリサイクル率や処理後物の品位等、開発する技術

ごとに適した指標を設定し、日本国内（又は他の先進国）と同等以上

の水準を達成することを目指す。そして、最終処分場の逼迫への対応

については、技術的観点からの課題の有無を整理し、必要な技術開発

等の取組を行う。 

 

(c)水循環分野 

産業競争力強化に資する水循環要素技術開発を実施するとともに、

実証研究等により海外市場への参入を支援し、国際競争力の強化を図

ることが重要である。 

第３期中期計画期間中においては、要素技術開発について、水処理

技術の高度化・省エネルギー化等に取り組むほか水処理システムの長

期安定化運転等の実証による競争力強化を目指す。 

また、国内の中小企業等を対象に、水質汚濁防止法に基づく排水規

制対象物質を高効率かつ低コストに処理可能な要素技術の確立を推進

する。 

さらに、国内における要素技術の開発にとどまらず、国内水関連企

業の保有する膜分離活性汚泥法（ＭＢＲ）等の個別要素技術のパッケ

ージ化を促進させ、省エネ性等の国際競争力を有する水処理システム

を確立し、国内外への展開を支援する。 
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(d)環境化学分野 

日本の化学産業は、国際的に高い技術力と競争力を有し、経済社会

の発展を支えている一方で、地球温暖化問題、資源枯渇問題が現実化

しつつある中で様々な課題を抱えている。例えば、国内の化学関連産

業の二酸化炭素排出量は、年間約０．５億トンで、製造業全体の約１

５％を占め、鉄鋼業に次ぐ第２位となる等、化学品の高機能化に伴う

製造プロセスの多段化によるエネルギー消費増が喫緊の課題となって

いる。 

これらの問題を克服し、持続的社会を実現するために日米欧におい

てグリーン・サステイナブルケミストリー（ＧＳＣ）への取組が活発

に行われている。具体的には、これまでのエネルギー大量消費・廃棄

型生産プロセスから脱却して、持続的な生産が可能なクリーンなプロ

セスによる供給体制を構築しようとするものである。 

第３期中期目標期間中においては、将来にわたっても持続的に化学

製品を製造するために必要なＧＳＣプロセスの技術開発を引き続き行

う。具体的には、資源生産性を向上できる革新的プロセスを開発すべ

く、①触媒によりナフサの分解温度を従来の熱分解法に比べ２００℃

下げ、基幹物質の生成比率の制御を可能にするナフサ接触分解技術（石

油化学品として付加価値の高いエチレン、プロピレンの収率が５０％

以上となる触媒を開発する。）、②イソプロピルアルコールや酢酸か

ら水を分離する蒸留プロセスにおいて、水透過度２×１０-7mol/(m2sPa)、

分離係数２００以上を実現する分離膜技術、③化学プロセス等から発

生する二酸化炭素等の副生ガスを高濃度（９９．９％以上）に分離・

濃縮できる新規材料を開発し、高濃縮された二酸化炭素等を原料とし

て有用な化学品をクリーンに生産するための基盤技術、④微生物燃料

電池システムを工場廃水処理に用いて、廃水処理能力が現行の活性汚
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泥処理と同等以上で、かつ、８０％以上の省エネルギーが可能な廃水

処理基盤技術等を確立する。 

さらに、化石資源からの脱却や低炭素社会の実現のためのキーテク

ノロジーであり、我が国が世界トップレベルの技術を有する触媒技術

を活用し、国際的優位性を確保しながら、資源問題・環境問題を同時

に解決することを目指して新規なＧＳＣプロセスの技術開発を実施す

る。 

 

(e)民間航空機基盤技術 

環境負荷低減、運航安全性向上等の要請に対応した航空分野の基盤

技術力の強化を図るため、操縦容易性の実現による運航安全性の向上

等を可能とする技術の開発及び実証試験等を実施する。 

 

（ⅵ）電子・情報通信分野 

電子・情報通信産業では、半導体・ディスプレイ等のデバイス技術の進

展、高速ネットワークの普及等により、スマートフォン、タブレットなど

携帯機器とそれらを用いたアプリケーションが広がっている。同時に、ク

ラウドの普及によりビッグデータの活用の可能性が高まっており、従来の

情報技術（ＩＴ）の枠を超えた他の産業との融合による新たなビジネス創

造が期待されている。 

他方で、新興国の企業の台頭や投資の大規模化により、世界的に競争環

境が一段と激化しており、さらに、ＩＴ化の進展を通じた情報処理量の増

大によるエネルギー需要の増大も引き続き重要な課題となっている。 

第３期中期目標期間中では、このような技術革新のスピード、ビジネス

環境の変化等を踏まえつつ、我が国経済・社会の基盤としての電子・情報

通信産業の発展を促進するため、電子デバイス、家電、ネットワーク／コ
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ンピューティングに関する課題について、重点的に取り組むこととし、以

下の技術開発を推進する。 

 

(a)電子デバイス 

我が国の電子関連企業の競争力向上と新市場開拓のために、低消費

電力、高速処理、高信頼性、設計期間の短縮化等のデバイス技術開発

を推進する。 

日本企業が競争力を有するメモリ分野等においては、大容量化及び

低コスト化に対応していくため、極端紫外光（ＥＵＶ）等を用いた最

先端の１１ｎｍ以細の微細加工技術について検査技術、レジスト材料

等の開発を進める。また、現在のフラッシュメモリよりも高速で動作

可能な高速不揮発メモリやマイコン等との混載用デバイス等の開発を

推進する。 

また、ロジック分野においては、低電圧動作や高速不揮発メモリと

の混載等により消費電力を１/１０に低減する低消費電力技術等の開

発を行う。 

さらに、パワー半導体の分野では、社会的にニーズの高い低損失化

を目指して、従来のシリコン（Ｓｉ）への代替が期待される炭化シリ

コン（ＳｉＣ）、窒化ガリウム（ＧａＮ）等の半導体について、６イ

ンチウエハの成長技術、従来のＳｉと比べて電力損失が１/１００とな

るデバイス製造技術、高温動作（２００℃以上）でも使用可能な抵抗

器・コンデンサ等受動部品の開発等を推進する。 

半導体の実装技術についても注力する。半導体の微細加工技術も限

界が近づいてきていることから、三次元実装技術等を開発し、チップ

配線長の大幅な短縮化、データ伝送量の増大を図ることで、高速処理、

多機能集積化、低消費電力化が可能となるデバイスを開発する。 
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(b)家電（ディスプレイ、有機トランジスタ、照明等） 

家電分野においては、低消費電力化、軽量化、低コスト化等を目指

した技術開発を行う。 

ディスプレイ分野では、今後もスマートフォン、タブレット等中小

型ディスプレイの市場拡大が予想されることから、従来の液晶ディス

プレイよりも消費電力が１/２以下かつ重量が１/２以下で、さらに入

力やセンシング機能も兼ね備えたインタラクティブな有機ＥＬディス

プレイ等の開発を進める。 

また、高機能材料、印刷技術及びエレクトロニクス技術の融合を図

り、省エネ・大面積・軽量・薄型・フレキシブル性を実現する薄膜ト

ランジスタの連続製造技術及びその実用化技術の確立を目指す。具体

的には、Ａ４サイズのトランジスタアレイを連続５０枚生産可能な製

造プロセスの技術、生産タクトは１平米あたり９０秒以下を実現する

技術等を確立する。 

照明分野では、短・中期的な市場のニーズを見据えたＬＥＤ照明技

術の開発と、中・長期的な市場のニーズを見据えた有機ＥＬ照明技術

の開発を進める。ＬＥＤ照明については、ＧａＮ基板生成等の技術開

発を進め、ＬＥＤチップで蛍光灯を超える発光効率や蛍光灯と同レベ

ルの低コスト化等を目指す。有機ＥＬ照明については、発光効率の向

上や輝度半減寿命の長時間化、低コスト化等についても技術開発を行

う。これらの技術開発は、ＬＥＤ照明や有機ＥＬ照明の国際標準化の

動きを考慮しつつ、関係機関と連携して推進する。 

 

(c)ネットワーク／コンピューティング 

スマートフォン・タブレット等の個人向け情報端末の普及、ストリ

ーム系コンテンツサービスの増加による情報トラフィック量の爆発的

増加が今後とも見込まれていることから、高速、低消費電力化等のニ
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ーズに対応するため、光・電子融合技術等を中心とした技術開発を行

うとともに、それらを組み合わせたシステム開発等を行っていく。具

体的には、次世代高速イーサネット（１００Ｇｂ）等への対応等基幹

系のみならずアクセス系の高速化に対応した、光と電子技術が融合し

た光電子モジュール技術等を開発する。 

ハイエンドサーバにおいては電子配線のままでは高速動作の限界に

近づきつつあることから、光と電子のハイブリット技術により現状電

気配線に比べ３割の省電力かつ高速化を実現する技術等を開発する。 

また、システムとしての低消費電力性能（電力当たりの処理性能）

を１０倍にするため、集積回路内の電力消費を制御しノーマリーオフ

化を実現する新しいコンピューティング技術等を開発する。 

 

（ⅶ）材料・ナノテクノロジー分野 

鉄、非鉄、化学をはじめとする材料産業は、世界的に高い技術を有して

おり、我が国製造業全体を支える重要な産業となっている。 

また、物質の構造をナノ領域（１０－９ｍ）で制御することにより、機能・

特性の発現や向上を図るという、ナノテクノロジーが材料分野で広く用い

られるようになっている。このナノテクノロジーを活用した材料として、

カーボンナノチューブやグラフェンなどこれまでにない優れた特性を持

つ新材料も登場しており、今後の産業への応用が大きく期待されている。

また、自動車や電子機器等の製品性向上のためには、希少金属が使用され

ているが、希少金属は世界での産出地域が限定されているため、需給状況

によって価格が変動し、使用する産業が影響を受ける可能性がある。この

ため資源セキュリティの観点から希少金属の代替技術や使用量低減技術

も重要性を増している。  

第３期中期目標期間中では、我が国の産業構造の特徴を生かし、川上、

川下産業の連携、異分野異業種の連携を図りつつ、革新的材料技術・ナノ
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テクノロジーや希少金属代替・使用量低減技術等の課題について重点的に

取り組むこととし、以下の技術開発を推進する。 

 

(a)革新的材料技術・ナノテクノロジー 

低炭素社会の実現と新たな成長産業の創出による経済成長に貢献す

るため、市場ニーズに対応した高強度化、軽量化等の高機能材料に関

する技術開発をユーザー企業と連携し、将来の製造コストダウンも考

慮して実施する。 

 具体的には、カーボンナノチューブ、グラフェン等について、特定

の産業用途に用いることが可能な製造技術や複合化技術を確立する。 

また、有機ＥＬや有機薄膜太陽電池に用いられる有機材料等につい

て、信頼性評価手法の確立等を行うとともに、得られた知見を活かし、

関連分野の国際標準化を推進する。 

さらに、将来的に化石資源の枯渇リスクに対応するため、非可食性

バイオマスなどから化学品を一貫して製造するプロセスを技術的に確

立する。 

 

(b)希少金属代替・使用量低減技術 

需給変動の大きい希少金属について継続的に需給状況等の調査を行

いつつ、我が国産業にとって、優先度が高い希少金属については、そ

の代替・使用量低減についての技術開発を推進する。具体的には、我

が国産業にとって重要な排ガス浄化向け白金族（Ｐｔ）は製品におけ

る使用量のうち５０％以上、蛍光体向けテルビウム・ユウロピウム（Ｔ

ｂ・Ｅｕ）は同様に８０％以上の低減といったように鉱種毎に目標を

設定し技術開発を行う。 
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（ⅷ）バイオテクノロジー分野 

本分野については、平成２７年度以降、独立行政法人日本医療研究開発

機構法における医療分野を除いて実施することとする。 

(a)バイオシステム分野 

資源に乏しく、少子高齢化が進む我が国が、長期にわたって持続的

な経済成長を実現するためには、知識集約型・高付加価値経済への転

換が必要であり、製薬産業は知識集約型・高付加価値を代表する重要

な産業である。しかしながら、我が国の製薬産業では、近年新たな医

薬品の創出が伸び悩み、輸入超過の傾向が大きくなってきている。 

また、細胞を利用して組織や臓器の機能を回復させる「再生医療」

について、我が国は技術開発においては世界のトップを走っているが、

実用化・事業化においては世界的にも黎明期にあり各国による熾烈な

競争が行われている。 

このような背景の下、第３期中期目標期間では、ゲノム情報・制御

関連技術及び細胞機能解明・活用技術への取り組み、これをもって革

新的医薬品創出や個別化医療の実現、再生医療の産業化の促進に資す

ることとする。 

ゲノム情報・制御関連技術においては、創薬の標的となるゲノム情

報や膜タンパク質等の生体分子の構造情報等を高感度・高精度に解析

する技術、これらの機能を解明し制御するための技術等を開発する。

さらには、これらに加えてＩＴ等の新しい技術の活用によって、創薬

基盤技術を確立することで、がんやアルツハイマー病等の重篤な疾患

等に適応する革新的医薬品創出や個別化医療の実現につなげる。 

細胞機能解明・活用技術においては、我が国が強みを有する「もの

づくり力」を活かし、有用天然化合物の効率的かつ安定的な生産技術

の開発とライブラリーの整備を進める。また、バイオ医薬品等の製造
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基盤技術の開発を行うとともに、バイオ医薬品開発の中核となるベン

チャー企業支援を併せて行うことで実用化・事業化の促進を図る。 

また、我が国が技術開発において世界をリードするｉＰＳ細胞をは

じめ、ＥＳ細胞や間葉系幹細胞等のヒト幹細胞を安定的かつ大量に供

給可能とする自動培養技術等の開発、ヒトｉＰＳ・ＥＳ細胞を用いた

創薬スクリーニング技術を開発することで、再生医療の産業化を実現

し、さらには世界的に優位な産業として成長させていく。具体的には、

再生医療への応用を可能とする品質レベルで管理されたヒト幹細胞を、

安定的に大量供給可能とするシステムを確立する。 

 

(b)医療システム分野 

医療システム分野においては、「医療イノベーション５か年戦略」

など、国を挙げた積極的な振興策が講じられており、機構においても、

がんの超早期診断機器や低侵襲治療のための高度治療機器の開発、再

生医療の早期実現に向けた技術開発等、医療現場のニーズにマッチし

た医療機器等の開発を推進してきた。先進国をはじめとした全世界的

な高齢化や新興諸国の経済成長を背景に、医療機器市場は今後も大き

な成長が見込まれており、また、我が国の優れた技術を医療機器産業

に活かし、新規市場の開拓と輸出競争力を強化していくことは、国民

生活のさらなる質的向上を図る上で、また我が国の経済を牽引する産

業としても大きな期待が寄せられている。 

このような背景の下、第３期中期目標期間では、がんの早期診断・

治療、再生医療デバイス、スマートヘルスケア、福祉機器の４分野へ

の取組に注力する。 

がんの早期診断・治療においては、「がん対策推進基本計画」に基

づき、がんの年齢調整死亡率を２０％減少させる（平成２７年におい

て、平成１７年比２０％減。但し７５歳未満）ことを目指し、第２期
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中期目標期間中に開始した「がん超早期診断・治療機器の総合研究開

発」の技術開発目標の達成を図る。また、診断と治療を一体的に運用

するがん医療マネジメントシステムや、がんのなり易さを診断する技

術、医薬品と医療機器が融合した新たなコンビネーションプロダクト

等、患者の更なる生活の質（ＱＯＬ）の向上に資する治療・診断機器・

システムについて海外との競合状況、実用化・事業化の見通し等を精

査し、実施可能なものから順次開発に着手する。 

再生医療デバイスの開発においては、第２期中期計画中に開始した

「次世代機能代替技術の研究開発」について、中間評価結果を踏まえ

中止・加速等行うとともに、事業実施中に適用症例の拡張、知財戦略

の強化、企業連携の強化、前臨床データの取得にも注力する。また、

我が国の再生医療デバイスとして特に競争力が高いものについて、第

３期中期目標期間で、細胞培養、輸送、品質管理、治療デバイス、Ｉ

Ｔを用いた術前診断・予後管理等、診断と治療を一体的に運用する再

生医療マネジメントシステム等の検討を行い、実用化・事業化の見通

しを精査しつつ実施可能なものから順次開発に着手する。 

スマートヘルスケアについては、国内外におけるヘルスケア・医療

サービスの技術の開発・実証及び予防・診断・治療サービスでの利用

を見通したヘルスケア・医療機器の開発を行う。即ち、地域に点在・

偏在する健康管理に関する情報・機能、診断・治療に関わる情報・機

能、様々な生活の場面で得ることができるヘルスケアの視点も含めた

医療情報とＩＴを組み合わせ、医療機器・システムの改良・開発を行

うとともに、疾病の発症から診断、治療、リハビリ等の予後管理まで

含めた領域をパッケージとし、新たな価値を創出し、利便性を提供す

るソリューションサービスの技術の開発・実証及びそれらに必要なヘ

ルスケア・医療機器の開発を行う他、先制医療、慢性疾患、精神疾患、

在宅医療等、病院と生活の場がより密接に関わる領域で必要となる機
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器・システムの開発や、ロボット工学等、世界をリードする医工学を

活用した機器・システムの開発を行う。 

福祉用具の実用化開発については、「福祉用具の研究開発及び普及

の促進に基づく法律」に基づき、福祉用具実用化推進事業及び福祉機

器情報収集・分析・提供事業を実施する。福祉用具実用化開発助成事

業においては、実用化促進を進め、助成事業終了後３年以上経過した

時点での実用化達成率５０％以上を目指す。特に、第３期中期目標期

間中には、住宅、自動車、家電、スポーツ等の異業種との連携を深め、

用途や販路の多様化、異業種企業との技術連携、実証フィールドの提

供等、福祉用具の産業化を一層促進する視点での事業運営に注力する。

また、ロボット介護機器等、日本の高度なロボット技術の福祉用具へ

の展開についても検討する。 

 

（ⅸ）ロボット技術分野 

少子高齢化による労働力人口の減少や、作業負荷増大への対応の必要性、

製品・サービスの質や生産性のさらなる向上の必要性等により、次世代の

ロボット技術による安全・安心の確保、生産性の向上に対する期待が一層

高まっている。具体的には、製造業分野、生活・福祉分野、公共・防災分

野での活用が期待されているところ、ロボット技術分野について、第３期

中期目標期間においては以下の取組を実施する。 

 

(a)産業用ロボット 

国際的にも注目されている、人間と協調して働く、安価で、設置容

易で、使いやすく、ソフトウエアによる汎用性・機能拡張性のある、

新しいコンセプトの産業用ロボットの技術開発等に取り組み、中小企

業やこれまでロボットが導入されていなかった分野へのロボット利用

の拡大による我が国製造業の生産性向上を目指す。 
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(b)サービスロボット 

サービスロボットの実用化・事業化を図るため、引き続き、生活支

援ロボット安全検証センターを中核としたサービスロボットの国内安

全基準等の開発や試験・認証体制の整備を進める。また、特に、介護

分野へのロボット技術の利用については、平成２４年１１月に、経済

産業省と厚生労働省が「ロボット技術の介護利用における重点」とし

て４分野のロボット介護機器を指定したことを受け、経済産業省等に

よるロボット介護機器開発パートナーシップの取組と連携し、重点分

野に係るロボット介護機器の各種標準化や開発・導入支援に取り組む。 

 

(c)災害対応ロボット・無人システム 

運用側と開発側の連携を前提とした、災害対応ロボットや無人シス

テム、ロボット技術を活用したメンテナンス用機器の開発・導入支援

等に取り組む。 

 

(d) 人工知能を含めた次世代ロボット 

人工知能を含めた次世代ロボット技術について、技術戦略の策定や

ワークショップの開催等を通じて、我が国全体の技術開発の促進を図

るとともに、重要な技術についてその開発に取り組むこととする。 

 

(e)オープンイノベーション／国際共同研究／ソフトウエア開発 

上記各分野の技術開発の実施に際しては、米国のロボット開発で主

流となりつつある開かれた技術開発（オープンイノベーション）の体

制を整備するとともに、国際共同研究や標準化の取組を内包したプロ

ジェクトを指向する。 

また、各種ロボット開発におけるソフトウエアの重要性が益々増大

していることから、ソフトウエア開発を重視した取組を進める。 
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（ⅹ）新製造技術分野 

近年、新興国の製造技術水準の向上は著しく、我が国はさらに高付加価

値製品・技術を創出し、省資源、省エネルギー、生産量への柔軟性等を実

現する効率的な製造プロセスを確立することが喫緊の課題となっている。 

第３期中期目標期間において、以下のようなシステムとしての新しい製

造技術の技術開発を推進する。 

 

(a)ものづくり基盤技術 

炭素繊維複合材料等の先進材料の切断など、次世代製品の短時間、

高品質の製造及び量産に耐えうるコスト構造の確立のため、低コスト

に製造する加工システム技術の開発を推進し、３種類以上のシステム

を実用化する。 

 

(b)新しい製造システム 

大規模な生産設備が不要で、設備投資とエネルギー消費を大幅に削

減できる少量多品種生産に対応した製造システムの実用化・事業化に

向けた技術開発等を行う。 

 

 

(ⅺ)ＩＴ融合分野 

現在の「医食住インフラ」の多くはその基礎を四半世紀以上前に作られ

たものであり、社会情勢の変化や災害等に対する脆弱性が増してきている。

ハード面のインフラを抜本的に見直すのではなく、追加的なハードの投入

を最小限とし、その運用・制御というソフト面からのアプローチでより効

率的な社会システムを構築する動きが各国で盛んになってきている。 

第３期中期目標期間にはビッグデータを、コンピューティング能力を活

用することにより、異種産業が融合したいわゆるＩＴ融合による新産業の



53 

 

創出を目指し、都市交通分野・ヘルスケア分野・農商工連携分野等におい

て、実証事業等を実施し、実用化・事業化と普及促進を目指す。併せて、

ＩＴ融合の実現に必要となる、ビッグデータのリアルタイム処理や、モバ

イルの基盤技術を確立する。 

 

(ⅻ)国際展開支援 

経済成長に伴うエネルギー需要の増大及びそれに伴う温室効果ガスの

排出増加により、世界におけるエネルギー効率の向上及び再生可能エネル

ギーの導入はエネルギー需給の安定化及び地球温暖化対策として重要な

課題である。また、これを支える電力系統安定化や需給管理、経済社会全

体での最適利用等、国際社会は新たな技術課題に直面している。さらに、

水や廃棄物などの環境問題の顕在化や、高齢化等を背景とした医療・福祉

等に係る技術ニーズが世界的に高まっている。こうした背景の下、日本の

優れたエネルギー・環境技術及び産業技術の国際展開により、これら課題

の解決を図ると同時に、日本企業によるグローバル市場の獲得に資するこ

とが重要である。 

そこで、第３期中期目標期間においては、上記課題の解決のため、エネ

ルギー・環境分野等における各国の多様なニーズやエネルギー政策、規制

環境等を踏まえ、日本の優れた技術を核に、海外実証事業を強力に推進す

る。実施に当たっては、これまでの海外実証事業の経験から得られた教訓

を踏まえ、より効果的・効率的に事業を推進する。 

具体的には、対象技術は必ずしも最先端なものにこだわらず、相手国の

要求スペックや有効需要に合致した技術を優先するとともに、企業の海外

展開戦略に適合した技術であることを重視する。また、関係省庁・機関と

協力し、海外展開にかかわる関連施策（事業化可能性調査、人材育成、共

同研究、二国間・多国間の政策対話等）との連携を図りつつ、事業内容に

応じ相手国における普及支援策の新設や参入障壁となっている制度の改
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正等を働きかける。技術の実証だけでなく、実証後における我が国の技

術・システムによる売上獲得を目指し、もって我が国のエネルギーセキュ

リティの確保、環境対策の推進、エネルギー産業等の海外展開、市場開拓

に結びつける。 

 

(a)国際技術実証事業 

エネルギー・環境分野については、我が国が推進すべき省エネルギ

ー技術や再生可能エネルギー技術等の実証を行うとともに、水循環や

リサイクル、医療機器等、我が国の産業技術力の強化に資する国際研

究開発・実証事業を更に推進する。加えて、実証事業等における相手

国での地球温暖化問題への貢献を定量的に評価し、我が国のエネルギ

ー・環境技術による貢献とする仕組みの活用につなげる。 

なお、これら事業の推進に当たっては、相手国の地域性、地理的要

因、購買力等の国情を踏まえた適切な事業運営を行うとともに、過去

の事例分析又はビジネスモデルの構築、国際標準の獲得等を視野に含

め、得られた成果の当該国及び第三国への普及・展開の促進を図る。 

 

(b)スマートコミュニティ実証事業 

ＩＴの活用によって、エネルギー情報を供給側と需要側の双方向で

共有し、コミュニティ全体でより効率的にエネルギーを使っていく新

たなシステムである「スマートコミュニティ」の構築に関する取組は、

先進国のみならず新興国を含めて世界的に取組が広がっており、一時

のブーム期を過ぎて、現実の課題として取組が進められている状況に

ある。第３期中期目標期間においては、日本の優れた技術を核に現地

国ニーズにマッチしたソリューションを組み上げ、システムとして展

開していく端緒を拓くべく、我が国のエネルギーセキュリティ上重要

な国での実証事業を引き続き展開していく。また、これまでの電力技
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術的側面を中心とした取組に加え、産業競争力強化の視点から、我が

国経済を牽引する産業を実証に加えていくとともに、他省庁や関係機

関とも連携し、取組の幅と深さを加えつつ、より上流から事業を展開

する取組を強化する。加えて、実証参加企業と国際標準化推進企業の

整合化を図り、標準化の視点を組み込んだ展開を進める。これにより、

実証したスマートコミュニティ関連技術を、実証サイト以外の地域へ

の普及展開につなげるべく、事業を展開する。 

 

(xⅲ)境界・融合分野 

急速な知識の蓄積や新知見の獲得によって、異分野技術の融合や新たな

技術領域が現れることを踏まえ、従来の取組を更に強化し、生涯健康や安

全・安心等を中心とした社会ニーズや社会的貢献の実現を視野に入れつつ、

高付加価値の微小電気機械システム（ＭＥＭＳ）技術を用いた超小型セン

サー及びそれらの制御システムを開発する等、各分野の境界分野及び分野

を跨ぐ技術の融合領域における技術開発を推進する。 

具体的には、第３期中期目標期間中に新しい機能を提供するＭＥＭＳデ

バイスを開発するとともに、ＭＥＭＳデバイスを活用した新たなサービス

の実用化・事業化を図ることとし、この取組によって７種類以上のサービ

ス提供を実現する。 

 

（２）クレジット取得関連業務 

クレジット取得関連業務は、京都議定書における我が国の目標達成に資するため、

基準年総排出量比１．６％分の京都メカニズムクレジットの取得を、費用対効果を

考慮しつつ確実に行うことを目的として、経済産業省及び環境省（以下「政府」と

いう。）が機構に委託したものである。 

第１期及び第２期中期目標期間中は、京都議定書目標達成計画等に基づき、クレ

ジット取得契約の締結を行い、着実に政府への移転を進めてきた。 
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第３期中期目標期間は、平成２５年度が予算上の国庫債務負担行為の最終年度と

なることから、引き続き政府との緊密な連携の下、委託契約の履行に必要なクリ

ーン開発メカニズム（ＣＤＭ）・共同実施（ＪＩ）・グリーン投資スキーム（Ｇ

ＩＳ）によるクレジットの取得及び政府への確実な移転を行う。業務の実施に当

たっては、以下に留意し、リスクの低減を図りつつ費用対効果を考慮し、また、

地球規模での温暖化防止及び途上国の持続可能な開発への支援を図ることに努め

る。 

 

（ア）企画・公募段階 

クレジット取得に係る契約の相手先となる事業者等（以下、「契約相手先」

という。）の選定は原則公募とし、客観的な審査基準に基づき公正な審査を行

うとともに、国際交渉上の観点や政策的な観点からプロジェクトの種類や契約

相手について選択的な条件を付して取得することも検討する。また、契約相手

先等が国際ルール等を踏まえて行った、クレジットを生成するプロジェクトに

係る環境に与える影響及び地域住民に対する配慮について確認を行う。 

クレジットの取得においては、個々のクレジット取得におけるリスクを厳正

に評価し、取得事業全体としてのリスク低減を図る。 

 

（イ）業務実施段階 

クレジット取得に係る契約の締結に際しては、費用対効果を考慮し、必要に

応じて取得契約額の一部前払を行うこととし、この場合、原則前払額の保全措

置を講じる。また、契約相手先からの進捗状況等に関する報告及び必要に応じ

た現地調査等を行うとともに、ＧＩＳにおける早期のグリーニング完了を図る

ため、必要に応じて契約相手先と協議し、適切な指導を行って、契約が遵守さ

れるよう管理する。 

効率的かつ効果的な業務管理・運営のため、クレジット取得等業務を取り巻

く環境の変化等を踏まえ、柔軟かつ適切に対応する。 



57 

 

 

（ウ）評価及びフィードバック・情報発信 

当該業務は、京都議定書の目標達成という国際公約や、国民の関心の高い地

球温暖化防止に直結しているため、外部有識者による取得事業全体の検証及び

評価を毎年度実施し、その結果を事業に反映させる。 

クレジットの取得状況に関する情報発信については、原則として、契約相手

先の名称、取得契約に係るクレジット量並びに取得コスト、及び毎年度の取得

量の実績について、できる限り速やかに公表（注）する。ただし、クレジット

の取得コストについては、我が国及び契約相手先がクレジット取得事業を実施

するに当たって不利益を被らないものに限定する。 

   

注：我が国及び契約相手先が不利益を被らないよう公表時期・内容について

十分留意しつつ実施する。 

 

（３）債務保証経過業務、貸付経過業務 

新エネルギーの導入に係る債務保証業務については、制度の安定運用を図りつつ、

新エネルギーの導入目標達成に向けて適切な実施に努める。 

鉱工業承継業務に係る貸付金等の回収については、債権の管理を適切に行い、回

収額の最大化に向けて計画的に進め、平成２７年度末までの業務終了に努める。 
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２．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 
 
（１）機動的、効率的な組織・人員体制 

近年における産業技術分野の技術開発を巡る変化や、国際的なエネルギー・環境

問題の動向の推移に迅速かつ適切に対応し得るような、柔軟かつ機動的な組織体

制を構築し、意思決定及び業務執行の一層の迅速化と効率化を図る。その際、人

員及び財源の有効利用により組織の肥大化の防止及び支出の増加の抑制を図るた

め、事務及び事業の見直しを積極的に実施するとともに、人員及び資金の有効活

用の目標として、下記を設定し、その達成に努める。 

 

（ア）効率的な業務遂行体制を確保するため、各部門の業務に係る権限と責任を規

程等により明確化するとともに、プロジェクト基本計画等により業務の進捗及

び成果に関する目標を明確に設定し、組織内部においてその達成状況を厳格に

評価する。 

 

（イ）関連する政策や技術動向の変化、業務の進捗状況に応じ、機動的な人員配置

を行う。また、産業界、学術界等の専門家・有識者等の外部資源の有効活用を

行う。特に、ＰＭ等、高度の専門性が必要とされるポジションについては、積

極的に外部人材を登用する。なお、外部人材の登用等に当たっては、利害関係

者排除の措置を徹底する等、引き続き更なる透明性の確保に努める。 

 

（ウ）機構職員の民間企業への派遣も含め、人材の流動化を促進するとともに、機

構のマネジメント人材の育成に努め、機構のマネジメント能力の底上げを図る。 

 

（エ）各部門の業務が相互に連携して効率的な運営が行われるような体制になるよ

う、更なる随時見直しを図る。 
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（オ）本部、地方支部、海外事務所間における双方の円滑な流通、有機的連携を一

層図るとともに、業務の状況を踏まえ必要に応じ組織の見直しを図る。特に国

内支部、海外事務所については、既往の政府決定等を踏まえ、戦略的、機動的

に見直しを行う。 

 

（２）自己改革と外部評価の徹底 

全ての事業につき、厳格な評価を行い、不断の業務改善を行う。また、評価に当

たっては産業界、学術界等の外部の専門家・有識者を活用する等、適切な体制を

構築する。評価は、技術評価と事業評価の両面から適切に実施し、その後の事業

改善へ向けてのフィードバックを行う。 

評価の実施に際しては、事業のＰＤＣＡサイクル全体の評価が可能となるよう

「成果重視」の視点を貫き、技術開発マネジメントに係る知見、教訓の一層の活

用を図る。 

また、機構の成果のうち優れたものについては、内外の各種表彰制度に機構自ら

が応募し、又は事業実施者における応募を促す。 

 

（３）職員の意欲向上と能力開発 

個人評価においては、適切な目標を設定し、その達成状況を多面的かつ客観的に

適切にレビューすることにより評価する。また、個人評価の運用に当たっては、

適切なタイミングで職員への説明や研修等を行うことにより、職員に対する人事

評価制度の理解度の調査を行い、円滑な運用を目指す。さらに、評価結果の賞与

や昇給、昇格への適切な反映を行うことにより、職員の勤労意欲の向上を図る。 

現行の研修について、効果等を踏まえ必要に応じ見直しを行い、業務を行う上で

必要な研修の充実を図るため、第３期中期目標期間中に新規の研修コースを５コ

ース以上設置する。 
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技術経営力に関する産業界、学術界等の外部の専門家・有識者のネットワークを

構築し、このネットワークを活用し、技術経営力に関する機構内職員の研修を毎

年度１コース以上実施する。 

技術開発マネジメントの専門家を目指す職員を外部の技術開発現場等に毎年度

１名以上派遣し、その経験を積ませるとともに、大学における技術経営学、工学

等の博士号、修士号等について、第３期中期目標期間中に５名以上の取得を行わ

せる等、技術経営力の強化に関する助言業務実施に必要な知識、技能の獲得に資

する能力開発制度を充実する。 

内外の技術開発マネジメント機関との情報交換を実施するとともに、イノベーシ

ョン、技術開発マネジメント及びプロジェクト・マネジメント関係の実践的研究

発表として、セミナー、学会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等に機構自

身として第３期中期目標期間中に１００本以上の発表を行う。 

技術開発マネジメントへの外部人材の登用に際しては、機構における業務が「技

術の目利き」の能力向上の機会としてその後のキャリアパスの形成に資するよう、

人材の育成に努める。 

技術開発マネジメント、契約、会計処理の専門家等、機構職員に求められるキャ

リアパスを念頭に置き、適切に人材の養成を行うとともに、こうした個人の能力、

適性及び実績を踏まえた適切な人員配置を行う。 

 

（４）業務の電子化の推進 

ホームページの利便性の確保、電子メールによる新着情報の配信等を通じ、機構

の制度利用者の利便性の向上に努めるとともに、既に行っている各種申請の電子

化の範囲を拡大し、その有効活用を図る。 

幅広いネットワーク需要に対応しつつ、職員の作業を円滑かつ迅速に行うことが

できるよう、機構内情報ネットワークの充実を図る。 

情報システム、重要情報への不正アクセスに対する十分な強度を確保するととも

に震災等の災害時への対策を行い、業務の安全性、信頼性を確保する。 
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「独立行政法人等の業務・システム最適化実現方策」に基づき策定した「ＮＥＤ

Ｏ ＰＣ－ＬＡＮシステムの最適化計画」を踏まえ、効率的な情報システムの構

築に努めるとともに、ＰＤＣＡサイクルに基づき継続的に実施する。 

 

（５）外部能力の活用 

費用対効果、専門性等の観点から、機構自ら実施すべき業務、外部の専門機関の

活用が適当と考えられる業務を精査し、外部の専門機関の活用が適当と考えられ

る業務については、外部委託を活用するものとする。特に、機構の技術開発成果

等を外部発信する活動の一環として設置している科学技術館の常設展示ブースに

ついては、今後も引き続き外部委託により保守、運営業務を効率的に実施する。 

なお、外部委託の活用の際には、機構の各種制度の利用者の利便性の確保に最大

限配慮するものとする。 

 

（６）省エネルギー及び省資源の推進と環境への配慮 

環境に調和して持続的に発展可能な社会に適応するため、毎年度環境報告書を作

成、公表するとともにその内容の充実を図ることにより、日常の業務推進に当た

りエネルギー及び資源の有効利用を図るものとする。また、政府の方針を踏まえ

て機構の温室効果ガス排出抑制等のための実施計画を策定し、これに基づき不断

の削減努力を行う。 

 

（７）業務の効率化 

中期目標期間中、一般管理費（退職手当を除く）及び業務経費（クレジット取得

関連業務、基盤技術研究促進事業及び競争的資金等の特殊要因を除く。）の合計

について、新規に追加されるものや拡充される分を除き、平成２４年度を基準と

して、毎年度平均で前年度比１．０８％の効率化を行うものとする。新規に追加

されるものや拡充される分は翌年度から１．０８％の効率化を図ることとする。 

総人件費については、政府の方針に従い、必要な措置を講じる。 
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給与水準については、ラスパイレス指数、役員報酬、給与規程、俸給表及び総人

件費を引き続き公表するとともに、国民に対して納得が得られるよう説明する。

また、以下のような観点からの給与水準の検証を行い、これを維持する合理的な

理由がない場合には必要な措置を講じることにより、給与水準の適正化に取り組

み、その検証結果や取組状況を公表する。 

・ 法人職員の在職地域や学歴構成等の要因を考慮してもなお国家公務員の給与

水準を上回っていないか。 

・ 高度な専門性を要する業務を実施しているためその業務内容に応じた給与水

準としている等、給与水準が高い原因について、是正の余地がないか。 

・ 国からの財政支出の大きさ、累積欠損の存在、類似の業務を行っている民間事

業者の給与水準等に照らし、現状の給与水準が適切かどうか十分な説明ができ

るか。 

・ その他、法人の給与水準についての説明が十分に国民の理解の得られるものと

なっているか。 

また、既往の政府の方針等を踏まえ、組織体制の合理化を図るため、実施プロジ

ェクトの重点化を図るなど、引き続き必要な措置を講じるものとする。 

 

（８）随意契約の見直しに関する事項 

契約の相手方、金額等について、少額のものや秘匿すべきものを除き引き続き公

表し、透明性の向上を図る。また、既往の政府決定に基づき策定された「調達等

合理化計画」に基づく取組を着実に実施するとともに、その取組状況を公表する。

具体的には、物品調達等の契約については、競争入札の厳格な適用により透明性、

公平性を確保するとともに、国に準じた随意契約によることができる限度額の基

準を厳格に運用する。一方、技術開発関連事業等の委託契約については、選定手

続きの透明性、公平性を十分に確保しつつ、企画競争、公募の方法により効率的

な運用を行う。 
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さらに、全ての契約に係る入札、契約の適正な実施がなされているかどうかにつ

いて、監事等による監査を受ける。 

 

（９）コンプライアンスの推進 

内部統制については、更に充実、強化を図るものとする。その際、総務省の「独

立行政法人における内部統制と評価に関する研究会」が平成２２年３月に公表し

た報告書（「独立行政法人における内部統制と評価について」）、及び総務省政

策評価・独立行政法人評価委員会から独立行政法人等の業務実績に関する評価の

結果等の意見として各府省独立行政法人評価委員会等に通知した事項を参考にす

るものとする。 

法令遵守や法人倫理確立等コンプライアンスの取組については、今後更なる徹底

を図るべく、管理部門の効率化に配慮しつつ、機構が果たすべき責任、機能との

関係でプライオリティをつけながら、コンプライアンスや情報公開、情報管理に

関して事業部との連携強化、迅速対応等、内部統制機能の強化を引き続き図ると

ともに、講じた措置については全て公表する。特に、コンプライアンス体制につ

いては、必要な組織体制、規程の整備により、ＰＤＣＡサイクル確立の観点から

体系的に強化を引き続き図る。 

具体的には、機構職員に対するコンプライアンス研修を年４回以上実施するとと

もに、外部有識者を研修講師とする等、研修の質的向上も図る。さらに、事業者

側に不正に関するリスク管理等についての啓蒙の徹底を図る等、不正事案の発生

を抑制するための不断の取組を一層強化する。また、情報セキュリティ対策につ

いては、情報セキュリティ管理規程に則り、引き続き情報セキュリティレベルに

応じた取扱いの徹底を行うとともに、機構職員に対する研修を年１回以上実施し、

情報セキュリティに対する意識の向上を図る。 

監査については、独立行政法人制度に基づく外部監査の実施に加え、内部業務監

査や会計監査を毎年度必ず実施する。なお、監査組織は、単なる問題点の指摘に
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とどまることなく、可能な限り具体的かつ建設的な改善提案を含む監査報告を作

成する。 

上記に加え、個人情報等の適切な保護・管理を行うため、個人情報へのアクセス

権限の強化、研修の充実、マニュアルの充実等を図る。 

具体的には、機構職員に対する個人情報保護研修を年１３回以上（うち、外部有

識者を研修講師とする研修を年１回以上）実施して研修の質的向上を図るととも

に、アクセス権限の付与状況やマニュアルの内容について、毎年１回定期的に点

検を実施して、個人情報等の適切な保護、管理を行うための不断の取り組みを継

続する。 

関連法人については、関連法人への再就職の状況及び機構と関連法人との間の取

引等の状況について情報を開示する。 

また、再委託先企業も含め利益相反排除のための取組を実施する。 

事業実施者における経費の適正な執行を確保するため、機構内の検査専門部署を

中心に、不正行為を行った事業実施者に対しては新たな委託契約及び補助金交付

決定を最大１０年間停止するといった厳しい処分並びに不正事項を処分した場合

の公表及び機構内部での情報共有等の取組を、政府の動向等を踏まえつつ徹底す

る。 

 

３．予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

予算、収支計画及び資金計画は以下の通り。予算の見積もりは運営費交付金の算定

ルールに基づき２．（７）の目標を踏まえ試算したものであり、実際の予算は毎年度

の予算編成において決定される係数等に基づき決定されるため、これらの計画の額を

下回ることや上回ることがあり得る。 

 

（１）予算 

［運営費交付金の算定ルール］ 

毎年度の運営費交付金（Ｇ（ｙ））については、以下の数式により決定する。 
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Ｇ（ｙ）（運営費交付金）  

＝ Ａ（ｙ）（一般管理費）×α（一般管理費の効率化係数）  

＋Ｂ（ｙ）（事業に要する経費）×β（事業の効率化係数）  

×γ（中長期的政策係数）  

＋Ｃ（ｙ）（調整経費）－Ｄ（ｙ）（自己収入） 

 

Ａ（ｙ）（一般管理費）＝ Ｓａ（ｙ）（一般管理費人件費）  

＋Ｒａ（ｙ）（その他一般管理費）  

Ｓａ（ｙ） ＝ Ｓａ（ｙ－１）×ｓ１（一般管理費人件費調整係数）  

Ｒａ（ｙ） ＝ Ｒａ（ｙ－１）×δ（消費者物価指数）  

Ｂ（ｙ）（事業に要する経費）＝ Ｓｂ（ｙ）（事業費人件費）  

＋Ｒｂ（ｙ）（その他事業に要する経費）  

Ｓｂ（ｙ） ＝ Ｓｂ（ｙ－１）×ｓ２（事業費人件費調整係数）  

Ｒｂ（ｙ） ＝ Ｒｂ（ｙ－１）×δ（消費者物価指数）  

Ｄ（ｙ）（自己収入）＝Ｄ（ｙ－１）×ｄ（自己収入調整係数）  

 

Ａ（ｙ） ：運営費交付金額のうち一般管理費相当分。 

Ｂ（ｙ） ：運営費交付金額のうち事業に要する経費相当分。 

Ｃ（ｙ） ：短期的な政策ニーズ及び特殊要因に基づいて増加する経費。短期間で成

果が求められる技術開発への対応、重点施策の実施（競争的資金推進制

度）、法令改正に伴い必要となる措置等の政策ニーズ、及び退職手当の

支給、事故の発生等の特殊要因により特定の年度に一時的に発生する資

金需要について必要に応じ計上する。 

Ｄ（ｙ） ：自己収入。基本財産の運用より生じる利子収入等が想定される。 

Ｓａ（ｙ）：役員報酬、職員基本給、職員諸手当及び超過勤務手当に相当する額。 

Ｓｂ（ｙ）：事業費中の人件費。 
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係数α、β、γ、δ、ｓ及びｄについては、以下の諸点を勘案した上で、各年度の

予算編成過程において、当該年度における具体的な係数値を決定する。 

α（一般管理費の効率化係数）：２．（７）にて平成２４年度を基準として、

毎年度平均で前年度比１．０８％の効率化を行うこととしているた

め、この達成に必要な係数値とする。 

β（事業の効率化係数）：２．（７）にて平成２４年度を基準として、毎年度

平均で前年度比１．０８％の効率化を行うこととしているため、こ

の達成に必要な係数値とする。 

γ（中長期的政策係数）：中長期的に必要となる技術シーズへの対応の必要性、

科学技術基本計画に基づく科学技術関係予算の方針、独立行政法人

評価委員会による評価等を総合的に勘案し、具体的な伸び率を決定

する。 

δ（消費者物価指数）：前年度の実績値を使用する。 

ｓ１（一般管理費人件費調整係数）：職員の新規採用、昇給、昇格、減給、降

格、退職及び休職等に起因した一人当たり給与等の変動の見込みに

基づき決定する。 

ｓ２（事業費人件費調整係数）：事業内容に基づき決定する。 

ｄ （自己収入調整係数）：自己収入の見込みに基づき決定する。 

 

 ①総計     （別表１－１） 

 ②一般勘定     （別表１－２） 

 ③電源利用勘定    （別表１－３） 

 ④エネルギー需給勘定   （別表１－４） 

 ⑤基盤技術研究促進勘定   （別表１－５） 

 ⑥鉱工業承継勘定    （別表１－６） 
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（２）収支計画 

 ①総計     （別表２－１） 

 ②一般勘定     （別表２－２） 

 ③電源利用勘定    （別表２－３） 

 ④エネルギー需給勘定   （別表２－４） 

 ⑤基盤技術研究促進勘定   （別表２－５） 

 ⑥鉱工業承継勘定    （別表２－６） 

  

（３）資金計画 

 ①総計     （別表３－１） 

 ②一般勘定     （別表３－２） 

 ③電源利用勘定    （別表３－３） 

 ④エネルギー需給勘定   （別表３－４） 

 ⑤基盤技術研究促進勘定   （別表３－５） 

 ⑥鉱工業承継勘定    （別表３－６） 

  

（４）経費の削減等による財務内容の改善 

各種経費を必要最小限にとどめることにより、財務内容の改善を図る観点からも、

２．（７）に記載した、一般管理費の削減、総人件費削減及び人件費改革の取組

並びに事業の効率化を行う。 

 

（５）繰越欠損金の増加の抑制 

基盤技術研究促進事業については、管理費の低減化を図るとともに、収益・売上

納付の回収を引き続き進めることにより繰越欠損金の減少に努める。 

具体的には、技術開発成果の実用化・事業化の状況や売上等の状況について報告

の徴収のみならず技術開発委託先等への現地調査を励行し、必要に応じ委託契約

に従った売上等の納付を慫慂するとともに、該当年度において納付される見込み
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の総額を年度計画において公表する。また、終了評価において所期の目標が達成

されなかった事業については、その原因を究明し、今後の技術開発に役立たせる。 

 

（６）自己収入の増加へ向けた取組 

独立行政法人化することによって可能となった事業遂行の自由度を最大限に活

用して、国以外から自主的かつ柔軟に自己収入を確保していくことが重要である。

このため、補助金適正化法における研究設備の使用の弾力化、成果把握の促進に

よる収益納付制度の活用、利益相反等に留意しつつ寄付金を活用する可能性等、

自己収入の増加に向けた検討を行うとともに、「独立行政法人改革等に関する基

本的な方針」（平成２５年１２月２４日閣議決定）において、「法人の増収意欲

を増加させるため、自己収入の増加が見込まれる場合には、運営費交付金の要求

時に、自己収入の増加見込額を充てて行う新規業務の経費を見込んで要求できる

ものとし、これにより、当該経費に充てる額を運営費交付金の要求額の算定に当

たり減額しないこととする。」とされていることを踏まえ、自己収入の獲得に努

める。 

また、収益事業を行う場合は、法人所得課税に加え、その収益額に因らず法人住

民税の負担が増大するため、税法上の取扱の見直しを含め税に係る制約を克服す

る方法を検討し、その上で、技術開発マネジメントノウハウを活用した指導や出

版を通じた発信等により、そこから収益が挙がる場合には、さらなる発信の原資

として活用する。 

 

（７）資産の売却等 

機構が保有する資産については、既往の政府決定等を踏まえた措置を引き続き

講じるものとする。 

 

（８）運営費交付金の効率的活用の促進 

機構においては、その資金の大部分を第三者への委託、助成等によって使用し

ていることから、年度末の確定検査によって不適当と認められた費用等について
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は、費用化できずに結果として運営費交付金債務として残ってしまうという仕組

みとなっている。しかしながら、運営費交付金の効率的活用の観点からは、費用

化できずに運営費交付金債務となってしまうものの抑制を図ることが重要である。 

このため、独立行政法人化における運営費交付金のメリットを最大限に活用す

るという観点を踏まえ、各年度期末における運営費交付金債務に関し、その発生

要因等を厳格に分析し、減少に向けた努力をしていく。 

 

４．短期借入金の限度額 

運営費交付金の受入の遅延、補助金、受託業務に係る経費の暫時立替えその他予測

し難い事故の発生等により生じた資金不足に対応するための短期借入金の限度額は、

３００億円とする。 

 

５．不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産

の処分に関する計画（記載事項なし） 
 
６．前項に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするとき

は、その計画（記載事項なし） 

 

７．剰余金の使途 

各勘定に剰余金が発生したときには、後年度負担に配慮しつつ、各々の勘定の負担

に帰属すべき次の使途に充当できる。 

・ 技術開発業務の促進 

・ 広報並びに成果発表及び成果展示等 

・ 職員教育、福利厚生の充実と施設等の補修、整備 

・ 事務手続きの一層の簡素化、迅速化を図るための電子化の推進 

・ 債務保証に係る求償権回収等業務に係る経費 

 

８．その他主務省令で定める事項等 

（１）施設及び設備に関する計画（記載事項なし） 
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（２）人事に関する計画 

（ア）方針 

技術開発マネジメントの質的向上、知識の蓄積、継承等の観点から職員

の更なる能力向上に努めるとともに、組織としての柔軟性の確保、多様性

の向上等の観点から、産学官から有能な外部人材を積極的に登用し、一体

的に運用する。 

 

（イ）人員に係る指標 

技術開発業務、導入普及業務については、業務のマニュアル化の推進等

を通じ、定型化可能な業務は極力定型化し、可能な限りアウトソーシング

等を活用することにより、職員をより高次の判断を要するマネジメント業

務等に集中させるとともに、人件費の抑制を図る。 

 

（参考１）常勤職員数 

・ 期初の常勤職員数        ８００人 

・ 期末の常勤職員数の見積もり ： 総人件費については、政府の方針に従い、必

要な措置を講じる。 

 

（参考２）中期目標期間中の人件費総額 

第３期中期目標期間中の人件費総額見込み  ３１，７０２百万円 

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に

相当する範囲の費用である。 

 

（３）中期目標の期間を超える債務負担 

中期目標の期間を超える債務負担については、業務委託契約等において当該事業

のプロジェクト基本計画が中期目標期間を超える場合で、当該債務負担行為の必
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要性、適切性を勘案し合理的と判断されるもの及びクレジット取得に係る契約に

ついて予定している。 

クレジット取得については、多くの日数を要するものがあるため、債務負担を必

要とするものである。債務負担の計画については以下のとおり。 
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債務負担の限度

額 

債務負担を行った年

度 

支出を行う

べき年度 

第２期及び第３期中期

目標期間中の支出見込

額 

１２，２４２ 

百万円 

平成１８年度 平成１８年

度以降８箇

年度 

７，３４５百万円 

４０，６９２ 

百万円 

平成１９年度 平成１９年

度以降７箇

年度 

３１，７１９百万円 

８１，１９９百

万円 

平成２０年度 平成２０年

度以降６箇

年度 

８１，１９９百万円 

７０，５９８百

万円 

平成２１年度 平成２１年

度以降５箇

年度 

７０，５９８百万円 

※ 上記金額については、政府からの受託状況等により変動があり得る。 

 

（４）独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１９条第１項に規定す

る積立金の使途 

前中期目標期間以前に自己収入財源で取得し、第３期中期目標期間へ繰り越

した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充当する。 
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597,666

10,060

100

2,508

8,316

618,650

573,515

10,060

34,090

7

617,672

【人件費の見積り】

期間中総額３１，７０２百万円を支出する。

【注記1】

【注記2】

【注記3】

受 託 収 入

国 か ら の 受 託 収 入

  「金額」欄の計数は、国庫納付金が発生する資産売却収入等の支出が伴う収
入が発生した場合には、その増加する収入金額を限度として、支出の金額を増
額することができる。

  各別表の「金額」欄の計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によっているの
で、端数において合計とは合致しないものがある。

計

政 府 出 資 金

そ の 他 収 入

業 務 収 入

一 般 管 理 費

  運営費交付金収入及び業務経費には、平成２５年度補正予算（第１号）によ
り措置された「好循環実現のための経済対策」の競争力強化策に係る事業費、
平成２６年度補正予算（第１号）により措置された「地方への好循環拡大に向
けた緊急経済対策」の現下の経済情勢等を踏まえた生活者・事業者への支援、
地方が直面する構造的課題等への実効ある取組を通じた地方の活性化に係る事
業費、平成２７年度補正予算（第１号）により措置された「一億総活躍社会の
実現に向けて緊急に実施すべき対策」の生産性革命の実現のための研究開発型
ベンチャー、中堅・中小企業への研究開発促進支援に係る事業費及び平成２８
年度補正予算（第２号）により措置された「未来への投資を実現する経済対
策」の２１世紀型のインフラ整備のための研究開発型ベンチャー企業等の支援
に係る事業費が含まれている。

別表１-１

　但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当
に相当する範囲の費用である。

そ の 他 支 出

予　算（総　計）

支　　出

業 務 経 費

計

金　　　　額

（単位：百万円）

運 営 費 交 付 金

区　　　　分

収　　入

受 託 経 費
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120,071

1,107

1,120

1,210

123,508

113,157

1,107

9,242

2

123,508

【人件費の見積り】

期間中総額７，５４９百万円を支出する。

【注記】

  運営費交付金収入及び業務経費には、平成２５年度補正予算（第１号）により措置され
た「好循環実現のための経済対策」の競争力強化策に係る事業費、平成２６年度補正予算
（第１号）により措置された「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」の現下の経済
情勢等を踏まえた生活者・事業者への支援、地方が直面する構造的課題等への実効ある取
組を通じた地方の活性化に係る事業費、平成２７年度補正予算（第１号）により措置され
た「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策」の生産性革命の実現のための
研究開発型ベンチャー、中堅・中小企業への研究開発促進支援に係る事業費及び平成２８
年度補正予算（第２号）により措置された「未来への投資を実現する経済対策」の２１世
紀型のインフラ整備のための研究開発型ベンチャー企業等の支援に係る事業費が含まれて
いる。

計

金　　　　額

受 託 経 費

そ の 他 収 入

　但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する
範囲の費用である。

支　　出

業 務 収 入

計

一 般 管 理 費

国 か ら の 受 託 収 入

業 務 経 費

そ の 他 支 出

別表１-２

区　　　　分

収　　入

受 託 収 入

運 営 費 交 付 金

予　算（一般勘定）
（単位：百万円）
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20,685

180

1,178

22,042

20,260

1,781

2

22,042

【人件費の見積り】

期間中総額１，４６０百万円を支出する。

別表１-３

（単位：百万円）

　但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する
範囲の費用である。

そ の 他 収 入

計

支　　出

業 務 経 費

一 般 管 理 費

計

そ の 他 支 出

区　　　　分 金　　　　額

予　算　(電源利用勘定）

業 務 収 入

収　　入

運 営 費 交 付 金
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456,910

8,953

189

5,730

471,782

439,876

8,953

22,950

3

471,782

【人件費の見積り】

　期間中総額２２，６１９百万円を支出する。

【注記】

別表１-４

予　算　(エネルギー需給勘定）

（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額

受 託 収 入

国 か ら の 受 託 収 入

収　　入

運 営 費 交 付 金

そ の 他 収 入

計

支　　出

業 務 収 入

業 務 経 費

受 託 経 費

　但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する
範囲の費用である。

一 般 管 理 費

そ の 他 支 出

計

  運営費交付金収入及び業務経費には、平成２６年度補正予算（第１号）により措置され
た「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」の現下の経済情勢等を踏まえた生活者・
事業者への支援に係る事業費が含まれている。
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100

1,018

192

1,309

221

113

334

【人件費の見積り】

期間中総額７０百万円を支出する。

　但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する
範囲の費用である。

そ の 他 収 入

計

支　　出

業 務 経 費

一 般 管 理 費

計

金　　　　額

業 務 収 入

収　　入

政 府 出 資 金

区　　　　分

予　算　(基盤技術研究促進勘定）

別表１-５

（単位：百万円）
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1

6

8

5

5

【人件費の見積り】

期間中総額４百万円を支出する。

　但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する
範囲の費用である。

そ の 他 収 入

計

支　　出

一 般 管 理 費

計

予　算　(鉱工業承継勘定）

別表１-６

業 務 収 入

収　　入

（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額
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617,694

617,694

576,393

34,354

6,947

619,856

618,932

597,666

1,042

10,381

902

107

345

8,490

924

2,162

目 的 積 立 金 取 崩 額 0

2,162

【注記1】

【注記2】

収 益 の 部

純 利 益 (△ 純 損 失)

総 利 益 (△ 総 損 失)

　各別表の「金額」欄の計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、
端数において合計とは合致しないものがある。

財 務 収 益

経 常 収 益

資 産 見 返 負 債 戻 入

補 助 金 等 収 益

運 営 費 交 付 金 収 益

  「一般勘定」、「電源利用勘定」及び「エネルギー需給勘定」の退職手当につい
ては、運営費交付金を財源としている。

臨 時 利 益

雑 益

受 託 収 入

業 務 収 益

別表２-１

費 用 の 部

金　　　　額

（単位：百万円）

収 支 計 画(総　計）

区　　　　分

経 常 費 用

業 務 費

一 般 管 理 費

雑 損



80 

 

123,462

123,462

113,139

9,304

1,019

123,561

123,561

120,071

1,152

902

19

32

1,385

99

0

99
【注記】

  退職手当については、運営費交付金を財源としている。

資 産 見 返 負 債 戻 入

雑 益

金　　　　額

業 務 費

一 般 管 理 費

区　　　　分

補 助 金 等 収 益

別表２-２

収 支 計 画（一 般 勘 定）

純 利 益 (△ 純 損 失)

目 的 積 立 金 取 崩 額

総 利 益 (△ 総 損 失)

財 務 収 益

（単位：百万円）

収 益 の 部

雑 損

受 託 収 入

費 用 の 部

経 常 費 用

運 営 費 交 付 金 収 益

経 常 収 益
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22,031

22,031

19,026

1,799

1,206

22,054

22,054

20,685

15

10

1,343

23

0

23
【注記】

資 産 見 返 負 債 戻 入

雑 益

一 般 管 理 費

純 利 益 (△ 純 損 失)

別表２-３

業 務 費

  退職手当については、運営費交付金を財源としている。

収 益 の 部

経 常 収 益

財 務 収 益

経 常 費 用

目 的 積 立 金 取 崩 額

総 利 益 (△ 総 損 失)

運 営 費 交 付 金 収 益

雑 損

（単位：百万円）

収 支 計 画 (電源利用勘定）

費 用 の 部

金　　　　額区　　　　分
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収支計画（エネルギー需給勘定）

471,859

471,859

444,008

23,129

4,722

473,019

472,104

456,910

25

9,229

73

108

5,759

915

純利益(△純損失) 1,160

目的積立金取崩額 0

総利益(△総損失) 1,160

【注記】

別表２-４

（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額

費 用 の 部

経 常 費 用

業 務 費

一 般 管 理 費

雑 損

収 益 の 部

経 常 収 益

運 営 費 交 付 金 収 益

受 託 収 入

業 務 収 益

  退職手当については、運営費交付金を財源としている。

臨 時 利 益

資 産 見 返 負 債 戻 入

財 務 収 益

雑 益
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337

220

117

1,206

1,015

189

3

869

0

869総 利 益 (△ 総 損 失)

別表２-５

純 利 益 (△ 純 損 失)

目 的 積 立 金 取 崩 額

収 益 の 部

経 常 費 用

業 務 費

雑 益

費 用 の 部

一 般 管 理 費

収 支 計 画 (基盤技術研究促進勘定）

（単位：百万円）

金　　　　額区　　　　分

業 務 収 益

財 務 収 益

経 常 収 益
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5

5

5

16

8

1

6

0

9

11

0

11

経 常 費 用

収 支 計 画 (鉱工業承継勘定）

業 務 収 益

財 務 収 益

雑 益

純 利 益 (△ 純 損 失)

目 的 積 立 金 取 崩 額

区　　　　分 金　　　　額

別表２-６

臨 時 利 益

（単位：百万円）

一 般 管 理 費

収 益 の 部

経 常 収 益

費 用 の 部

総 利 益 (△ 総 損 失)  
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637,316

627,182

556

7

9,571

637,316

618,560

597,666

10,060

2,555

8,279

36

100

18,619

【注記】

資 金 支 出

業務活動による収入

別表３-１

資金計画（総　計）

金　　　　額

（単位：百万円）

区　　　　分

投資活動による支出

財務活動による支出

業務活動による支出

　各別表の「金額」欄の計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、
端数において合計とは合致しないものがある。

前年度よりの繰越金

受 託 収 入

財務活動による収入

政 府 出 資 金 に よ る 収 入

運営費交付金による収入

翌 年 度 へ の 繰 越 金

資 金 収 入

そ の 他 の 収 入

投資活動による収入

業 務 収 入

 



86 

 

127,862

126,993

151

2

717

127,862

123,499

120,071

1,107

1,120

1,201

10

4,354

財 務 活 動 に よ る 支 出

業 務 収 入

運営費交付金による収入

翌 年 度 へ の 繰 越 金

資 金 収 入

別表３-２

資金計画（一般勘定）

金　　　　額

（単位：百万円）

区　　　　分

資 金 支 出

業 務 活 動 に よ る 収 入

投 資 活 動 に よ る 支 出

投 資 活 動 に よ る 収 入

そ の 他 の 収 入

前 年 度 よ り の 繰 越 金

業 務 活 動 に よ る 支 出

受 託 収 入
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24,191

23,971

29

2

190

24,191

22,072

20,685

212

1,174

4

2,116

財 務 活 動 に よ る 支 出

金　　　　額

資 金 支 出

業 務 活 動 に よ る 支 出

前 年 度 よ り の 繰 越 金

業 務 収 入

投 資 活 動 に よ る 収 入

業 務 活 動 に よ る 収 入

運営費交付金による収入

そ の 他 の 収 入

資 金 収 入

区　　　　分

資金計画（電源利用勘定）

投 資 活 動 に よ る 支 出

翌 年 度 へ の 繰 越 金

（単位：百万円）

別表３-３

 



88 

 

480,092

475,736

375

3

3,978

480,092

471,743

456,910

8,953

173

5,707

23

8,326

別表３-４

資金計画（エネルギー需給勘定）

（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額

資 金 支 出

業 務 活 動 に よ る 支 出

投 資 活 動 に よ る 支 出

財 務 活 動 に よ る 支 出

翌 年 度 へ の 繰 越 金

資 金 収 入

業 務 活 動 に よ る 収 入

運 営 費 交 付 金 に よ る 収 入

受 託 収 入

前 年 度 よ り の 繰 越 金

業 務 収 入

そ の 他 の 収 入

投 資 活 動 に よ る 収 入
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3,433

333

1

3,099

3,433

1,240

1,048

192

0

100

2,094前 年 度 よ り の 繰 越 金

業 務 収 入

そ の 他 の 収 入

業 務 活 動 に よ る 収 入

財 務 活 動 に よ る 収 入

政 府 出 資 金 に よ る 収入

投 資 活 動 に よ る 収 入

資 金 収 入

翌 年 度 へ の 繰 越 金

業 務 活 動 に よ る 支 出

資 金 支 出

区　　　　分

資金計画（基盤技術研究促進勘定）

投 資 活 動 に よ る 支 出

（単位：百万円）

別表３-５

金　　　　額
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1,737

149

1,588

1,737

8

1

6

0

1,729

資 金 支 出

資金計画（鉱工業承継勘定）

別表３-６ 

（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額

業 務 活 動 に よ る 支 出

業 務 活 動 に よ る 収 入

翌 年 度 へ の 繰 越 金

資 金 収 入

投 資 活 動 に よ る 収 入

業 務 収 入

そ の 他 の 収 入

前 年 度 よ り の 繰 越 金

 
 
 

 
 


